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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　　(１)連結経営指標等

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期  第37期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年３月  平成20年３月

売上高 （千円） 9,256,064 7,910,760 7,289,876 5,870,402 1,431,634 －

経常損失 （千円） 414,984 676,508 552,333 853,084 195,682 －

当期純損失 （千円） 1,247,544 932,365 1,332,630 4,115,284 780,794 －

純資産額 （千円） 5,959,270 7,008,518 5,666,745 1,504,952 724,008 －

総資産額 （千円） 14,029,429 12,844,439 11,119,630 5,478,421 4,566,048 －

１株当たり純資産

額
（円） 912.23 658.83 536.84 153.28 83.52 －

１株当たり当期純

損失金額
（円） 190.95 142.75 204.18 623.60 113.38 －

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益金額

（円） － － － － － －

自己資本比率 （％） 42.5 54.6 51.0 27.5 15.9 －

自己資本利益率 （％） △20.9 △14.4 △21.0 △114.8 △70.1 －

株価収益率 （倍） － － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フ

ロー

（千円） △83,407 △403,638 △260,054 △1,055,658 △388,828 －

投資活動による

キャッシュ・フ

ロー

（千円） 127,672 15,889 130,924 1,826,841 △11,299 －

財務活動による

キャッシュ・フ

ロー

（千円） 780,396 140,297 △735,719 △1,107,067 31,048 －

現金及び現金同等

物の期末残高 
（千円） 1,900,470 1,653,018 788,169 452,285 83,205 －

従業員数

（ほか、平均臨時

雇用者数）

（人）
318

(977)

307

(1,015)

269

(744)

211

(460)

204

(406)

－

－

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 　　　 ２. 第32期以降の潜在株式調整後１株当り当期利益については、１株当り当期純損失が計上されているため記載　　　　

　　　　　　しておりません。

　　　　３．第36期は、決算期変更により平成19年１月１日から平成19年３月31日までの３ヶ月間となっております。

　　　　４. 第37期は、連結子会社を有していないため記載しておりません。
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提出会社の経営指標等　

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期  第37期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年３月  平成20年３月

売上高 （千円） 9,194,503 7,863,094 7,240,033 5,834,616 1,418,314 8,327,379

経常損失 （千円） 411,562 686,633 523,399 829,145 190,270 151,506

当期純利益又は当

期純損失(△)
（千円） △1,267,784 △940,786 △1,405,822 △4,163,252 △771,295 77,026

持分法を適用した

場合の投資利益
（千円） － － － － － －

資本金 （千円） 1,795,800 2,795,925 2,795,925 2,796,225 2,796,230 733,088

発行済株式総数 （千株） 6,537 10,982 10,982 11,283 11,371 18,072

純資産額 （千円） 6,079,351 7,120,179 5,705,213 1,495,453 724,008 1,620,330

総資産額 （千円） 13,551,192 12,428,998 10,767,915 5,381,251 4,566,048 5,702,254

１株当たり純資産

額
（円） 930.61 669.00 540.35 152.44 83.52 102.25

１株当たり配当額

（うち１株当たり

中間配当額）

（円）
4.00

(2.00)

4.00

(2.00)

3.00

(2.00)
－ － －

１株当たり当期純

利益金額
（円） △194.05 △144.04 △215.39 △635.93 △112.0 5.90

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益金額

（円） － － － － － 3.61

自己資本比率 （％） 44.9 57.3 53.0 27.8 15.9 28.4

自己資本利益率 （％） △18.8 △14.3 △21.9 △115.6 △69.5 6.6

株価収益率 （倍） － － － － － 35.59

配当性向 （％） － － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フ

ロー

（千円） － － － － － △2,736

投資活動による

キャッシュ・フ

ロー

（千円） － － － － － 589,400

財務活動による

キャッシュ・フ

ロー

（千円） － － － － － △938,606

現金及び現金同等

物の期末残高 
（千円） － － － － － 92,692

従業員数

（ほか、平均臨時

雇用者数）

（人）
312

(312)

302

(1,013)

265

(742)

206

(457)

204

(406)

231

(653)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第32期より第36期まで１株当たり当期純損失が計上され

ているため記載しておりません。
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３. 第32期より第36期まで連結財務諸表を作成しているため、キャッシュ・フロー関係の各数値については、記載

しておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、第32期より第36期まで連結財務諸表を作成しているため、記

載しておりません。

５．第36期は、決算期変更により平成19年１月１日から平成19年３月31日までの３ヶ月間となっております。

２【沿革】

　昭和48年２月、大相撲を廃業した高橋勝男（初代社長）が外食産業の将来性を予見した義父である松岡伊久次 

 （元・代表取締役会長）の援助により、静岡県浜松市常盤町に力士現役時代の四股名である「江戸沢」を店名と

  して、ちゃんこ料理の店を開店いたしました。

　会社設立以降の主な変遷につきましては、以下のとおりであります。

年月 事項

昭和49年２月 静岡県浜松市植松町において“ちゃんこ鍋”をメインとしたレストラン業を目的として株式会社

江戸沢を、資本金550万円にて設立

昭和49年８月 直営１号店として、静岡県浜松市に「相撲茶屋・ちゃんこ江戸沢植松店」を出店

昭和54年10月 江戸沢開発株式会社を吸収合併することにより、直営店５店舗、ＦＣ店５店舗を引継

本社を静岡県静岡市稲川（現 駿河区）に移転

昭和54年11月 兵庫県内直営１号店として、姫路市に「姫路店」を出店

昭和54年12月 神奈川県内直営１号店として、平塚市に「平塚店」を出店

昭和55年２月 福岡県内直営１号店として、福岡市に「和白店」を出店

昭和55年11月 岡山県内直営１号店として、岡山市に「岡山店」を出店

昭和60年10月 株式会社京葉江戸沢を吸収合併することにより、直営店である千葉県市原市の「市原店」を引継

昭和63年６月 埼玉県内直営１号店として、大宮市に「大宮店」を出店

昭和63年８月 東京都内直営１号店として、八王子市に「八王子店」を出店

平成元年４月 大阪府内直営１号店として、寝屋川市に「寝屋川店」を出店

平成２年10月 本社を静岡県静岡市大坪町（現 駿河区）に移転

平成３年４月 松岡商事株式会社を吸収合併することにより、直営店である静岡県藤枝市の「藤枝店」を引継

合資会社松岡産業より、直営店である東京都大田区の「大森店」の営業を譲受け

平成３年11月 広島県内直営１号店として、福山市に「福山蔵王店」を出店

平成４年10月 香川県内直営１号店として、高松市に「高松扇町店」を出店

平成６年８月 千葉県木更津市に「木更津店」を出店することにより直営店舗50店舗達成

平成６年10月 京都府内直営１号店として、宇治市に「宇治槇島店」を出店

平成７年２月 株式を日本証券業協会に店頭登録

平成８年７月 奈良県内直営１号店として、奈良市に「奈良柏木店」を出店

平成９年８月 東京都墨田区両国に「江戸沢総本店」を出店

平成９年12月 富山県内直営１号店として、富山市に「富山本郷店」を出店

平成10年２月 静岡県榛原郡吉田町の「静岡配送センター」が営業開始

平成10年３月 福井県内直営１号店として、福井市に「福井西方店」を出店

平成10年４月 石川県内直営１号店として、金沢市に「金沢駅西店」を出店

平成10年９月 東京証券取引所市場第二部上場

平成10年10月 宮城県内直営１号店として、仙台市青葉区に「仙台国分町店」を出店

平成11年４月

　

新潟県内直営１号店として、新潟市に「新潟女池店」を出店

千葉市若葉区に「千葉若葉若松店」を出店することにより直営店舗100店舗達成

平成11年８月 茨城県内直営１号店として、つくば市に「つくば西平塚店」を出店

平成11年10月 栃木県内直営１号店として、小山市に「小山稲葉郷店」を出店
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年月 事項

平成13年１月 新潟県長岡市の関原酒造株式会社を子会社化し、酒造事業に参入

平成14年３月 福島県内直営１号店として、福島市に「福島西口店」を出店

平成14年５月 群馬県内直営１号店として、館林市に「館林店」を出店

平成17年５月 神奈川県内にアジアンバイキング「ラストサイゴン」１号店として「横浜桂台店」を出店

平成17年10月 東京都内に和ダイニング「でん」１号店として「両国店」を出店

平成17年12月 本社を静岡県静岡市駿河区中田に移転

平成18年９月 神奈川県内に郊外型鍋料理店「でんと」１号店として「横浜桂台店」を出店

平成18年10月 株式会社ジー・テイスト（本社：仙台市若林区）と「資本業務提携契約」を締結

平成18年11月

 平成18年12月 

　

　

平成19年２月

平成19年３月

アジアンバイキング「ラストサイゴン」全22店閉店

業務委託により「おむらいす亭」の営業を開始

静岡県内に自然食ビュッフェレストラン「大地のテーブル」１号店として「浜松西伊場店」を出

店

商号を株式会社グローバルアクトに変更 

関原酒造株式会社の株式を株式会社ジー・コミュニケーションに譲渡 

平成19年４月　

　

　

　

平成19年５月　

　

平成19年７月　

　

平成19年９月

平成19年12月

　

クラージュ株式会社を吸収合併

西日本エリア店舗を株式会社ジー・ネットワークス（旧社名株式会社パオ）に譲渡　

近畿エリア店舗を株式会社ハーシーズに譲渡　

　クラージュ株式会社から譲り受けた塾部門６教室を株式会社ジー・エデュケーションに譲渡

株式会社ダイニング企画を吸収合併　

北信越エリア店舗を株式会社ジー・テイストに譲渡　

　資本金を７億3,308万円に減資

　本社を東京都杉並区成田東に移転

　株式会社スイートスタイルより外食店舗２店舗を譲り受ける。

　株式会社Ｔパートナーより外食店舗９店舗及び外食事業４業態本部の事業を譲り受ける

　

　(注) 平成20年４月１日付でジーコムプロデュース株式会社より外食店舗２店舗の事業を譲り受けました。

　　　 平成20年６月１日付で株式会社ジー・テイストに北関東４店舗を譲渡いたしました。
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３【事業の内容】

当社は、多業態のレストランチェーンの展開を主な内容とする事業活動をしております。当社はちゃんこ鍋料理の

「ちゃんこ江戸沢」や居酒屋の「小樽食堂」「高粋舎」「旗籠家」「えん屋」、鮮魚料理の「地魚屋」「海賓亭」

「蟹の舞」等27業態の営業名称で静岡・関東地域にてチェーン店経営をいたしております。その他、自社不動産の活

用により、不動産の賃貸を行っております。

　当社の親会社である株式会社ジー・コミュニケーションは、同社の傘下に外食、教育事業を運営する複数の企業群が

存在しております。

　当社の事業内容及び親会社とその傘下の企業群との位置づけは次のとおりであります。

　

※１　業務提携しております。

※２　取引先であります。

[ジー・コミュニケーショングループにおける企業集団一覧]

■株式会社ジー・テイスト（JASDAQ：2694）仙台平録、とりあえず吾平、仙台下駄やを中心とする多業態の直営及びＦＣ

　展開

■株式会社ジー・ネットワークス（東証2部：7474）麺レストラン「長崎ちゃんめん」、中国料理「敦煌」、じゅうじゅ

　う焼肉「カルビ大陸」、オムライス専門店「おむらいす亭」を中心とする多業態の直営及びＦＣ展開

■株式会社焼肉屋さかい（JASDAQ：7622）焼肉屋さかいを中心とする多業態の直営及びＦＣ展開

■株式会社ジー・エデュケーション　ＮＯＶＡ、ＩＴＴＯ個別指導学院、がんばる学園、ＴＯＰＳの直営及びＦＣ展開

■株式会社ジー・フード 高粋舎、小樽食堂、鈴の屋、信天翁を中心とする多業態の直営及びＦＣ展開

■株式会社スイートスタイル　モンタボー、キャッツカフェ、大地のテーブルを中心とする多業態の直営及びＦＣ展開

■株式会社ハーシーズ　グループ内外の業態を問わず優良ＦＣに加盟するメガフランチャイジー

■ビー・サプライ株式会社　外食産業全般の運営・管理業務受託

■株式会社ギンガシステムソリューション　ソフトウェア、ＰＯＳレジ・ＡＳＰの開発・販売・コンサルティング

■常楽酒造株式会社　酒類（本格琉摩焼酎）の製造及び販売

■関原酒造株式会社　日本酒を主とする酒類の製造及び販売

■株式会社ジー・ハーモニー　障害者雇用促進を目的とし、店舗・校舎・オフィスの巡回清掃及び事務作業

■株式会社ＧＣＯＭ ＫＯＲＥＡ　韓国国内を主としたエリアフランチャイザー及び貿易業務
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４【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金（千

円）
主要な事業の内容

議決権の被所有割

合（％）(注)１
関係内容

 （親会社）

株式会社

ジー・コミュニケー

ション

 愛知県名古屋市北

 区
3,698,885

 グループホールデ

 ィングス会社・コ

 ンサルティング事

 業・デザイン施工

 事業

 72.0

（34.7）

資金の借入

役員の兼任

店舗施工等

 （その他の関係会社）

株式会社

ジー・テイスト

　(注)２

 宮城県仙台市若林

 区
897,128

 回転寿司店舗、居

 酒屋店舗経営
　34.7 

資金の借入

賃貸借契約

FC加盟契約

 （注）１．議決権の所有割合の（　）内は間接所有割合を内数で記載しております。

　　　 ２．有価証券報告書提出会社です。

５【従業員の状況】

(１)提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

　　231　（653） 34.99 4.2 4,239,247

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間平均人員（１日８時間、１ヵ月22日換算）を

外数で記載しております。

２．平均年間給与には、基準外賃金を含んでおります。

　　　　３. 従業員数が前期末に比べ27名（247名）増加しましたのは、吸収合併と事業譲受によるものであります。

 

(２）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

    当事業年度におけるわが国経済は、年度前半は、堅調な企業業績を背景とした設備投資の増加や雇用情勢の改善

により、景気は緩やかに回復基調で推移しておりましたが、年度後半以降、原油価格や穀物価格の高騰、米国におけ

るサブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱により、景気は一転して減速傾向を強めております。

　こうした経済状況の中、外食業界におきましては、個人消費の減退、少子高齢化による市場規模の縮小、同業他社と

の競争の激化に加え、原油価格の高騰による仕入物流コストの上昇、中国産冷凍食品事件、消費期限、原料、産地の偽

装問題等による食の安全性に対する不信による消費の冷え込みなど、業界をとりまく環境は一段と厳しさを増して

おります。

　このような情勢下において、当社はジー・コミュニケーショングループの下、以下のような経営改善に取り組みま

した。

　第一に、事業の選択と集中を行い、同時に関東のグループ内優良企業を吸収合併し、静岡・関東エリアに経営資源

を集中させ、「効率的」な経営に邁進できる体制づくりをしました。

　第二に、当社の創業以来の主力業態である「ちゃんこ江戸沢」36店舗の業態転換及びメニュ－刷新を含めた店舗

リニュ－アルを行いました。それにより前年同期を大幅に上回る売上をあげることができました。但し、４から７月

の店舗リニューアルによる休業に伴う減収及び当初計画対比よりクオリティの高い工事を行ったことにより工期

延長が生じ、また経費負担が増加しました。それにより、当期における収益の圧迫要因となってしまいました。

　第三に、本部経費の削減を中心とした、抜本的な経費の見直しを行いました。ジー・コミュニケーショングループ

の一員であることを受け、システム統一化、コスト管理ノウハウの共有により、経費の見直しを図ることで、前述の

要因と合わせて、業績改善を進めてまいりました。　　　

　また店舗数につきましては、当期における新規の出店25店舗を加え、３月末店舗数は、フランチャイズ店５店を含

め、119店舗となりました。

　以上の結果、当期の売上高は83億27百万円となり、経常損失は１億51百万円となりました。しかしながら、当期純利

益は77百万円となり通期黒字化を達成いたしました。

①　飲食部門 

　飲食部門は、売上高の季節変動性を克服するため、メニューの抜本的な改良を図ると共に、ジー・コミュニケー

ショングル－プの繁盛業態への業態転換を進め、売上の拡大に努めてきました。当期は、店舗改装に伴う休業の影響

はありましたが、全体として下半期からの業績回復トレンドは確保することができました。

　この結果、売上高は83億３百万円となりました。

②　その他部門

　その他部門の売上高は、主にＦＣロイヤリティを中心として、24百万円となりました。今後は、当社ブランドの積極

的なＦＣ展開により、ロイヤリティ売上拡大に努め、増収を図ってまいります。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　　　　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有利子負債の返済及び有形固定資産の取

　　　得による支出等の要因により一部相殺されたものの、事業譲渡による収入10億61百万円と有形固定資産の売却収入

　　　７億６百万円、税引前当期純利益が１億30百万円と増加したため、前事業年度末に比べ９百万円増加し、当事業年

　　　度末には92百万円となりました。

　　　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。　

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果使用した資金は２百万円となりました。これは主に税引前当期純利益１億30百万円と増加した事

及び減価償却費２億60百万円その他による増加要因はあったものの、債務保証損失引当金戻入２億64百万円、法人

税等の支払額１億28百万円その他の減少要因があった事によるものであります。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果得られた資金は５億89百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出９億70百

万円その他による減少要因はあったものの、事業譲渡による収入10億61百万円、有形固定資産の売却収入７億６百

万円その他の増加要因があった事によるものであります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は９億38百万円となりました。これは主に関係会社借入れによる収入21億36百万円

その他による増加要因はあったものの、借入れ返済にて31億72百万円その他の減少要因があった事によるものであ

ります。
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２【収容実績及び販売の状況】

(１)収容実績

　当事業年度における収容実績を地域別に示すと、次のとおりであります。

区分 来店客数（千人） 前年同期比（％）

（飲食事業部門）   

関東地区 3,330 －

東海地区 735 －

関西地区 33 －

北信越地区 15 －

合計 4,114 －

  （注）前事業年度は決算期変更に伴い３ヶ月決算となっているため、前年同期比は記載しておりません。

　

(２)販売実績

　当事業年度における販売実績を事業部門別、地域別に示すと、次のとおりであります。

区分 金額（千円） 前年同期比（％）

（飲食事業部門）   

関東地区 7,142,058 －

東海地区 1,055,289 －

関西地区 74,114 －

北信越地区　 31,736 －

小計 8,303,200 －

（その他の事業部門）   

ロイヤリティー収入 24,178 －

小計 24,178 －

合計 8,327,379 －

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は、輸出販売高がありませんので、輸出販売に関する記載をしておりません。

　　　　３．当社は、主要な販売先がありませんので、相手先別の販売実績及び割合は記載しておりません。

 　　 　４．前事業年度は決算期変更に伴い３ヶ月決算となっているため、前年同期比は記載しておりません。
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３【対処すべき課題】

　　　　今後の外食産業におきましては、原油価格の高騰による物価への影響、米国のサブプライムローン問題に端を発

　　　した世界的な金融不安による株価の低迷等により、個人消費の大幅な拡大は期待できず、お店に対し付加価値を求

　　　めた消費行動は一段と高まることが予想されます。また、市場が成熟している中、同業他社との競争のみならず、

　　　急成長の中食市場との競合など、厳しい経営環境が続くものと思われます。

　　　　この厳しい環境下、昨年既存店のリニューアル、「ちゃんこ江戸沢」の「小樽食堂」等への業態転換が完了し、

　　　事業の活性化をすることに成功いたしました。今後は既存店の更なるブラッシュアップを柱とし、商品の品質、ク

　　　レンリネス、サービスのより一層の向上に取り組んでまいります。

　　　　さらに、ジー・コミュニケーショングループ各社間での包括的な業務提携に基づき、相互間の経営資源の総合的

　　　な有効活用による効率的な企業経営を目指し、そのシナジー効果が最大限に発揮できるよう本部部門のスリム化、

　　　経費の徹底管理を行ってまいります。

　　　　また、当社は、平成19年４月27日付にて、株式会社東京証券取引所より当社株式が東京証券取引所「市場第二

　　　部」に関する株券上場廃止基準第２条第２項第９号ａに定める「不適当な合併等」の規程に基づき、当社が実質的

　　　な存続会社でないと認められるとして、平成19年５月１日より平成23年３月末日までの間において、当該規程に関

　　　わる「猶予期間」入り銘柄となる旨の告知がなされております。当社はこのような状況を解消すべく、上記のよう

　　　な施策を確実に実施し、指定期間以内に上場審査を受け、上場を維持してまいります。
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４【事業等のリスク】

① 異常な気象に関する損害について

　当社の営業は、天候に大きく影響を受けます。特に繁忙期である冬場において暖冬、長雨もしくは大雪等の異常気象

　が続いた場合、客数が減少し、当社業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

② 特有の法規制に係るもの

　当社は、食品衛生法の規制を受けており、日常的に食材の品質管理や店舗の衛生管理を行っております。食中毒事故

　を起こさないよう注力しておりますが、重大な食中毒事故等が発生した場合、当社業績に悪影響を及ぼす可能性があ

　ります。

③ 特有の慣行に基づく取引について

　当社は、外食事業を展開するにあたり、一部店舗においては店舗オーナーと賃貸借契約を結び、敷金・保証金及び建

　設協力金を差し入れております。経営環境の変化により採算が合わなくなり、賃貸借契約期間内に契約解除の申し入

  れを行う場合がありますが、この場合、差し入れている敷金・保証金及び建設協力金の残高を放棄しなければならな

  い可能性があります。

　また、店舗オーナーが破産等の状態に陥った場合、敷金・保証金及び建設協力金の回収が不能となる可能性がありま

　す。

④ 外食業界における競争激化について

　当社の外食事業における店舗は、同一商圏内にさまざまな外食業態が店舗を展開しており、競合各社の出店競争は激

　化する傾向にあります。同一商圏内に当社店舗と競合する店舗が出店した場合、店舗業績が影響を受けるおそれがあ

　ります。

⑤ 仕入の変動要因について

　ＢＳＥ、鳥インフルエンザ等の食材の安全性に関する問題や天候不順に起因する農作物の仕入単価の高騰があった場

　合、当社業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

⑥ 原価の高騰について

　当社は、魚資源の枯渇、漁船燃料の高騰、不漁、戦争、為替等により、食材の値上がりに直面する可能性があります。

⑦ 消費者の嗜好の変化について

　外食産業の中でも、多くの分野があり、消費者の嗜好が変化する可能性があります。例えば高齢化の進展によって、

　ファミリー層に顧客基盤をおく業種の成長が鈍化することも考えられます。

⑧ 合併に伴う当社株式の猶予期間入りについて

　平成19年４月27日付にて、株式会社東京証券取引所より当社株式が東京証券取引所「市場第二部」に関する株券上場

　廃止基準第２条第２項第９号ａに定める「不適当な合併等」の規程に基づき、当社が実質的な存続会社でないと認め

　られるとして、平成19年５月１日より平成23年３月末日までの間において、当該規程に関わる「猶予期間」入り銘柄

　となる旨の告知がなされております。仮に、猶予期間内に株式上場基準の認可が得られない場合は、上場廃止となる

　おそれがあり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑨ 飲酒運転批判の影響について

　飲酒運転批判は全国的に高まっており、当社もこの運動に協力し、ドライバーにはアルコールを提供しないことと、

　飲酒した場合には、タクシー、運転代行の利用を遵守していただくこととしております。また、ノンアルコール飲料

　を取り揃えて飲酒運転の防止に取り組んでおります。しかし、こうした運動の浸透は、郊外型居酒屋業態の来店客数

　の減少をもたらすことになり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(１)フランチャイズ契約(商標使用許諾及び商品供給契約)

契約の名称
「江戸沢」チェーン・フラン

チャイズ契約　

「えん屋」フランチャイズ

チェーン加盟契約

「炭一鉄」フランチャイズ

チェーン加盟契約

　契約内容の概要

　「ちゃんこ江戸沢」商標の使

用許諾及びフランチャイズシス

テムのノウハウの提供

　「えん屋」商標の使用許諾及び

フランチャイズシステムのノウ

ハウの提供

　「炭一鉄」商標の使用許諾及

びフランチャイズシステムの

ノウハウの提供

　契約の期間 　10年（３年毎自動更新） 　５年（５年毎自動更新） 　10年（10年毎自動更新）

　加盟金・保証金
　加盟金　　　　200万円

　保証金　　　　　0万円

　加盟金　　　　　　　350万円

　保証金　　　　　　　　0万円

　加盟金　　　　1,000万円

　保証金　　　　　100万円

　ロイヤリティー 　売上高の2.5％相当額 　売上高の3.5％相当額 　売上高の1％相当額

　

    (２)株式会社ジー・エデュケーションへの店舗譲渡契約

　　　　 当社は、平成19年４月１日開催の取締役会において、ジー・コミュニケーショングループの株式会社ジー・エ

　 デュケーションに対して塾部門６店舗の譲渡を決議し、平成19年４月１日をもって譲渡致しました。

　①　分離先企業の名称

　　　株式会社ジー・エデュケーション

　　　②　分離した事業の内容

　　　富士中央校　沼津大岡校　長泉中央通校　沼津リコー通校　徳倉橋校　沼津香貫校

　　　以上、塾部門業態の６店舗に係る運営

　③　事業分離の理由

　　　ジー・コミュニケーショングループにおける静岡・関東エリアの外食部門を統括する会社として経営資源

　　　を集中し、より強固な経営基盤の確立が期待できるものと判断致しました。

　④　事業分離の概要

　 　 譲渡価額　  4,500千円

　  　譲渡価額については現金決済によります。

　

    (３)株式会社ジー・テイストへの店舗譲渡契約

 　　　　当社は、平成19年４月27日開催の取締役会において、ジー・コミュニケーショングループの株式会社ジー・テ

　 イストに対して北信越エリア15店舗の譲渡を決議し、平成19年５月１日をもって譲渡致しました。

　①　分離先企業の名称

　　  株式会社ジー・テイスト

　②　分離した事業の内容

　　　富山本郷店　富山高岡赤祖父店　富山高岡内免店　石川金沢店　石川野々市店　石川小松店　福井西方店

　　　福井学園店　福井高木中央店　福井鯖江店　新潟女池店　新潟燕店　新潟河渡店　新潟長岡喜多町店

　　　新潟長岡今朝白店

　　　以上、北信越エリア15店舗

　③　事業分離の理由

　　　ジー・コミュニケーショングループにおける静岡・関東エリアの外食部門を統括する会社として経営資源

　　　を集中し、より強固な経営基盤の確立が期待できるものと判断致しました。

　④　事業分離の概要

　  　譲渡価額　335,762千円

　　　譲渡価額については現金決済によります。
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(４)不動産売買契約 

 　　　　　当社は、平成19年５月30日開催の取締役会にて下記のとおり、固定資産の譲渡を決議し、平成19年５月

   　31日付で譲渡契約を締結致しました。

  ①　譲渡理由

　　　有利子負債の返済を行い健全な財務体質への改善を行うため。

　②　譲 渡 先

　　　株式会社ジー・テイスト

　③　譲渡内容

　　　所 在 地　  東京都墨田区両国三丁目24-11

 　　 土地面積　　219.94㎡

 　　 建物面積　　１～５階延べ　765.00㎡

      所 在 地　  静岡県浜松市中区西伊場町44-16

 　 　土地面積　　1,988.00㎡

 　 　建物面積　  １～２階延べ　639.93㎡

      所 在 地　  東京都杉並区成田東二丁目35-8

 　 　土地面積　　122.32㎡

 　 　建物面積　　１～５階延べ　355.17㎡

 　   譲渡価額の総額　　　 707,000千円

  ④　譲渡時期    平成19年５月31日

　 （５）株式会社スイートスタイルからの事業譲渡契約

　　　　 　 当社は平成19年８月21日開催の取締役会にて下記のとおり、事業の譲受を決議し、平成19年９月１日付で事

　　　　　業譲渡契約を締結いたしました。

　　　①　譲受理由

　　　　　グループ内のエリア政策の一環として、浜松にあるキャッツカフェ２店舗を当社が譲り受け、当社にて営業を　　　　

　　　　　承継し、当社管轄エリア内での売上増進を図るため。

　　　②　譲 受 元

　　　　　株式会社スイートスタイル

　　　③　譲受内容

　　　　　譲受店舗　　ａ)キャッツカフェ　浜松店　　

                      ｂ)キャッツカフェ浜松南店　　

　　　④　譲受時期　　平成19年９月１日

　　　⑤　譲受価額　　67,802千円

 

　　(６)株式会社Ｔパートナーからの事業譲渡契約

　　　　 　 当社は平成19年11月30日開催の取締役会にて下記のとおり、事業の譲受を決議し、平成19年12月１日付で事

　　　　  業譲渡契約を締結いたしました。

　　　①　譲受理由

　　　　　当社の親会社である株式会社ジー・コミュニケーションがＭ＆Ａにより株式会社東京タスコの分割会社である

　　　　　株式会社Ｔパートナーの株式を取得することに伴い、株式会社Ｔパ－トナーが所有する外食９店舗及び外食４

　　　　　業態本部を、東京エリアにおいて外食部門を展開する当社が事業譲受をすることにより、当社のノウハウを譲

　　　　　受９店舗で活用することによるシナジー効果の発生が当社の付加価値・ブランド力をより一層高めるものであ

　　　　　ると判断致しました。

　　　②　譲 受 元

　　　　　株式会社Ｔパートナー

　　　③　譲受内容

　　　　ａ)譲受店舗　 東京ヤミツキ酒場東京八王子店、東京ヤミツキ酒場神奈川関内店、東京ヤミツキ酒場東京荻窪店

         　　　　　   東京ヤミツキ酒場東京板橋大山店、ヤマダモンゴル東京木場店、ヤマダモンゴル神奈川戸塚名瀬

　　　　　 　　　　　 店、炭一鉄神奈川横浜江田店、炙り高田屋東京台東上野店、スパイスピエロ東京中央銀座店

 　　　 ｂ)譲受業態本部　「スパイスピエロ」、「炭一鉄」、「東京ヤミツキ酒場」、「ピンクの豚」

        ｃ)譲受価額　　　　　　　 １円

　　　④　譲受時期　　平成19年12月１日
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　　(７)ジーコムプロデュース株式会社からの事業譲渡契約

　　　　当社は平成20年３月27日開催の取締役会において、下記のとおり、事業の譲受を決議し、平成20年４月１日付で

　　　事業譲渡契約を締結いたしました。

　　①　譲受理由

 　　　 ジーコムプロデュース株式会社の解散に伴い、東京エリアにおいてジー・コミュニケーショングループの外食部

　　　　門を展開する当社が同社の所有する２店舗を譲り受けることにより、当社の付加価値やブランド力をより一層高

　　　　めることができると判断致しました。

　　②　譲 受 元

　　　　ジーコムプロデュース株式会社

　　③　譲受内容

　　　　所 在 地　　　　　東京都品川区西五反田１-18-１　プレマ五反田ビル３・４階

　　　　店 舗 名　　　　　高粋舎　東京品川五反田店

　　　　所 在 地　　　　　東京都港区六本木６-２-７　　ダイカンビル１階

　　　　店 舗 名　　　　　アモール・デ・ガウディ六本木店

　　　　譲受価額の総額　　36,158千円

　　④　譲受時期　　　　　平成20年４月１日

 

　　(８)株式会社ジー・テイストへの事業譲渡契約

　　　 当社は平成20年５月27日付の取締役会において、下記のとおり、事業譲渡を決議し、平成20年６月１日付で事業

      譲渡契約を締結いたしました。

　　①　譲渡理由

 　　　 北関東地区４店舗を切り離すことで、株式会社ジー・テイストとのエリア分けが明確となり、当社のより効率

　　　　的な店舗経営の推進ができるものと判断致しました。

　　②　事業の分離先

　　　　株式会社ジー・テイスト

　　③　分離内容

　　　　所 在 地　　　　　栃木県宇都宮市泉が丘５-８-７

　　　　店 舗 名　　　　　ちゃんこ江戸沢栃木宇都宮店

　　　　所 在 地　　　　　茨城県結城市結城8010

　　　　店 舗 名　　　　　ちゃんこ江戸沢茨城結城店

　　　　所 在 地　　　　　群馬県桐生市相生町１-298-２

　　　　店 舗 名　　　　　小樽食堂群馬桐生店

　　　　所 在 地　　　　　茨城県つくば市西平塚331-６

　　　　店 舗 名　　　　　小樽食堂茨城つくば店

　　　　譲渡価額の総額　　191,663千円

　　④　譲渡時期　　　　　平成20年６月１日

 

　　（９）その他

　　　 当社は、事業の拡大発展を図るため、株式会社ジー・コミュニケーション及びジー・コミュニケーショングルー　　

　　  プ各社と業務提携契約・資本提携契約を結んでおります。

　　　 重要な提携先は次のとおりであります。

契約先 契約内容 締結日

㈱ジー・コミュ

ニケーション

外食事業に関する共存共栄関係を前提として、包括的な提携関係構築を目指した中で、

経営資源等を総合的に相互に有効活用し、一層の事業発展を行う。
平成19年４月

㈱ジー・テイス

ト

外食事業に関する共存共栄関係を前提として、包括的な提携関係構築を目指した中で、経

営資源等を総合的に相互に有効活用し、一層の事業発展を行う。
平成18年９月

㈱ジー・ネット

ワークス

外食事業に関する共存共栄関係を前提として、包括的な提携関係構築を目指した中で、経

営資源等を総合的に相互に有効活用し、一層の事業発展を行う。
平成19年５月

㈱焼肉屋さかい
外食事業に関する共存共栄関係を前提として、包括的な提携関係構築を目指した中で、経

営資源等を総合的に相互に有効活用し、一層の事業発展を行う。
平成19年10月

㈱ジー・フード
外食事業に関する共存共栄関係を前提として、包括的な提携関係構築を目指した中で、経

営資源等を総合的に相互に有効活用し、一層の事業発展を行う。
平成18年12月

㈱スイートスタ

イル

外食事業に関する共存共栄関係を前提として、包括的な提携関係構築を目指した中で、経

営資源等を総合的に相互に有効活用し、一層の事業発展を行う。
平成18年12月
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６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は当事業年度現在において当社が判断したものであります。　

　　（１）重要な会計方針及び見積り

　　　　　　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

　　　　　す。財務諸表作成にあたりましては、主として当事業年度末現在の判断に基づく見積によるものがあります。

　　　　　詳細につきましては、「第５経理の状況１財務諸表の作成方法について」に記載しております。　

　　（２）当事業年度の経営成績の分析

 　　　 　　当事業年度における売上高は83億27百万円、営業損失は１億19百万円、経常損失は１億51百万円、当期純利

　　　　　益は77百万円となりました。

　　　　　　ちゃんこ料理の業態が主体であった前事業年度までは、売上高が冬場に偏っておりましたが、この季節変動

　　　　　性を克服するため、業態転換を図りつつ、メニューの抜本的な改良をいたしました。

　　　　　　しかしながら相次ぐ食品企業の不祥事による消費者への食への不安の高まり、飲酒運転に関する規制強化、

　　　　　ガソリン価格の高騰による個人消費への影響から年度後半以降にかけ、全体的に客数が伸び悩んだことや、平

　　　　　成19年12月に開店予定であったアントニオ猪木酒場静岡店、平成20年２月に開店予定であったアントニオ猪木

　　　　　酒場新宿店の大型店２店の開店を４月以降に変更したこと、年度前半の店舗改装に伴う休業の影響等から営業

　　　　　利益、経常利益は赤字にはなりましたものの、純利益につきましては、債務保証損失引当金の取崩しをはじめ

　　　　　とする特別利益などにより、77百万円の黒字となりました。

　　（３）経営成績に重要な影響を与える要因について

　　　　　　経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２[事業の状況]４[事業等のリスク]」に記載のとおり

　　　　　であります。

　　（４）経営戦略の現状と見通し

　　　　　　当社は、当事業年度からスタートしました収益構造の見直し、強化を継続するとともに、直近７事業年度に

　　　　　亘る当期純損失から脱却し、更なる店舗収益力の強化と事業拡大に取り組んでまいります。まずは既存店舗の

　　　　　ブラッシュアップに注力し、店舗運営面も収益構造の側面だけでなく、商品の品質、クレンリネス、サービス

　　　　　のより一層の向上を図ってまいります。あわせて、現在の財務体質の改善を図るべく、グループのシナジー効

　　　　　果も活用しながら、有利子負債の圧縮及び、支払利息の低減を進め、自己資本を増強し、より筋肉質な財務体

　　　　　質を実現し、ＲＯＡ，ＲＯＥの指標を重視した戦略をとってまいります。

　　 (５) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

            営業活動の結果使用した資金は２百万円となりました。これは主に税引前当期純利益１億30百万円と減価償

　　　　　却費２億60百万円の計上等の増加要因と、債務保証損失引当金戻入２億64百万円、法人税等の支払額１億28百

　　　　　万円その他の減少要因によるものです。

　　　      投資活動の結果得られた資金は５億89百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出９億

          70百万円その他による減少要因と、事業譲渡による収入10億61百万円、有形固定資産の売却収入７億６百万円

　　　　　その他の増加要因によるものです。

　　       　財務活動の結果使用した資金は９億38百万円となりました。これは主に関係会社借入れによる収入21億36

　　　　　百万円その他による増加要因と、借入れ返済にて31億72百万円その他の減少要因によるものです。
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　　（６）経営者の問題意識と今後の方針について

　　     　 当社の事業運営におきましては、雇用環境が変化する中、引き続き店舗運営における人材の確保が重要な課

　　　　　題と考えております。都市部におきましては業種業態の多様化が進み、優秀なアルバイト、パートの採用、確

　　　　　保が難しくなっております。特に郊外型店舗におきましては、潜在的に人材が不足しております。そのような　　　    

　　　中、情報誌をはじめとした、店舗立地に適応した各種の情報発信に注力し、当社にとって必要かつ優秀な人材

          の確保に努めてまいります。

　          また、今後の国際的な原油高、穀物価格の高騰、米国におけるサブプライムローン問題に端を発した金融市

          場の不安定要因等から、企業状況及び個人消費とも、厳しい状況がつづくものと思われます。こうした環境の

          中、当社は外食産業全体においての同業他社との競争に勝つべく、顧客の嗜好をいちはやく収集する体制と、

          顧客の来店意欲をあげる店舗、サービス体制作りが重要であると考えております。また、当社は商品の安全、

          衛生管理はもちろんのこと、安全、安心を告知するとともに、継続的に安定した商品供給を行うため、日常か

          ら仕入ルートのアクシデントなどに機動的に対処できる体制作りが重要な課題と考えております。

            当社は当事業年度におきまして、①事業の選択と集中②店舗の大幅な改装、業態転換③本部経費等の抜本的

          な見直し等の改善を行ったことで、７期ぶりに最終利益を計上することができました。「継続企業の前提に重

　　　　  要な疑義を抱かせる事象又は状況」の存在はまだありますが、前述の３つの要因による業績改善が確実に目に

          見えるものとなってきており、引き続き、既存店舗のブラッシュアップを柱として更なる業績改善を進めてま

          いりたいと思います。従いまして、当社の今後の見通しは、比較的明るいと考えております。そして、今後継

          続的に利益を計上すること、有利子負債残高の減少に努め、より健全な財務体質にすることを重要な課題と考

          えております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社は、収益力の回復を図るべく、全国規模での店舗改装の実施や既存店舗の新業態への業態転換など、飲食事業部

門を中心に設備投資を実施いたしました。

　主な投資としては、「ちゃんこ江戸沢」を業態転換し、「大地のテーブル」、「小樽食堂」、「とりあえず吾平」とし

て完全リニューアルにより、36店舗を出店いたしました。

　また、「カルビ大陸」、「キャッツカフェ」、「焼肉屋さかい」、「アントニオ猪木酒場」など新業態店舗を９店舗出

店いたしました。これにより、設備投資額は20億57百万円となりました。

 また、店舗の火災により６百万円の設備の除却を実施いたしました。

　

２【主要な設備の状況】

　　当社は、関東地区及び静岡地区で店舗を運営しております。主要な設備は次のとおりであります。　

事業所名

（所在地）

事業部門の

名称

設備の内

容

帳簿価格（千円） 従業員数

(臨時雇用者数

)　

(人)

建物及び構

築物
土地(面積㎡)　 その他

差入保証金

等　
合計

東京地区
飲食部門 店舗設備 506,817

－
41,721 1,066,368 1,614,908

86

(店舗38) 〔8,904.77〕 　　　　{259}

静岡地区
飲食部門 店舗設備 235,102

195,926
21,689 253,092 705,810

27

(店舗20) (3,044.19) {103}

千葉地区
飲食部門 店舗設備 277,197

－
42,210 414,657 734,065

35

(店舗18) 〔5,469.40〕 {80}

神奈川地区
飲食部門 店舗設備 130,676

－
27,034 226,802 384,512

26

(店舗16) 〔3,421.27〕 {79}

埼玉地区
飲食部門 店舗設備 174,788

－
23,873 328,189 526,851

29

(店舗15) 〔4,977.84〕 {93}

茨城地区
飲食部門 店舗設備 64,976

－
5,786 111,040 181,802

5

(店舗３) 〔615.96〕 {15}

栃木地区
飲食部門 店舗設備 11,837

－
226 100,135 112,199

2

(店舗２) 〔443.23〕 {10}

群馬地区
飲食部門 店舗設備 12,718

－
1,691 29,754 44,163

2

(店舗１) 〔287.23〕 {4}

兵庫地区
飲食部門 店舗設備 16,216

－
－ 41,458 57,675

0

(店舗１) 〔413.00〕 {5}

本社 その他事業

部門

事務所設

備
4,128

21,538
117 　 25,784

2

(東京都杉並区) (62.21) {3}

銀座オフィス その他事業

部門

事務所設

備
1,643

－
55 　 1,698

14

(東京都中央区) 〔75.00〕 　　{2}

静岡オフィス その他事業

部門

事務所設

備
13,572

9,000
1,939 　 24,511

3

(静岡市駿河区) 　(10.31) 　　　　{0}

　（注）１.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２.帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

　 　   ３.上記中〔　〕内の面積は内書で、賃借中のものであります。

　　 　 ４.上記中 {　} 内の人数は外書で平均臨時雇用者数であり、平成19年４月１日から平成20年３月31日までの 

　　 　 　 平均人員（１日８時間、１ヶ月22日換算）で算定しております。
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 　　 　５.リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。

名称
数量

（台）

リース期間

（年）

年間リース料

（千円）

リース契約残高

(千円）

建物 10 ６～７ 16,218 15,780

車両運搬具 3 5 1,840 7,805

厨房設備 32 ６～７ 23,824 21,101

店舗用機器 115 5 30,297 40,296

事務所用機器 12 ４～７ 7,368 6,333

　　　　６．上記の他、賃貸設備として、以下のものがあります。

賃貸先
事業所名

（所在地）
事業の種類 設備の内容

帳簿価格（千円）
年間賃借料

（千円）建物
土地

（面積㎡）

株式会社キタムラ

カメラのキタムラ

浜松・住吉バイパス店

（浜松市中区）

写真機器・写真

関連商品販売
店舗設備 8,158

40,926
11,310

(643.8)

３【設備の新設、除却等の計画】

 　　当会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。

（１）新設

　 事業所名 事業部門の名称 設備の内容 投資予定金額 既支払額
資金調達方法 着手年月 完成予定年月

　（所在地） 　 　 （千円） （千円）

アントニオ猪木酒場東京新

宿店

（東京都新宿区）　

飲食事業部門 店舗設備 207,853 35,154 借入金　 平成20年１月 平成20年４月

アントニオ猪木酒場静岡店

（静岡市葵区）
飲食事業部門 店舗設備 85,187 85,187 　借入金 平成19年11月 平成20年８月

　

　（２）除却

　　　　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,555,000

Ａ種後配株式 4,445,000

計 26,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数
　　　　　　　（株）

（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,627,446 13,632,446
東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式

Ａ種後配株式 4,445,000 4,445,000 － （注３）

計 18,072,446 18,077,446 － －

（注） １  平成20年５月１日に新株予約権の行使請求があり、普通株式を5,000株発行しております。

　　　 ２　提出日現在発行数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

 発行された株式数は含まれておりません。

     　３  Ａ種後配株式の内容

〔１〕株主総会における議決権

Ａ種後配株主は、株主総会において議決権を有する。

〔２〕配当金

Ａ種後配株式に対しては、利益配当及び中間配当は行わない。

〔３〕残余財産分配

Ａ種後配株式に対しては、普通株式に対する残余財産の分配が１株につき50円未満の場合は、残余財産の

分配を行わない。普通株式に対する残余財産の分配が１株につき50円以上の場合は、普通株式に対してＡ

種後配株式に先立ち１株につき50円を分配し、その余の残余財産について、普通株式及びＡ種後配株式に

対し、同順位かつ平等の割合にて分配を行う。

〔４〕買入消却

当社は、いつでも、配当可能利益を持ってＡ種後配株式の全部若しくは一部を買受け又はこれを消却する

ことができる。

〔５〕株式の併合又は分割、新株引受権等の付与

当社は、株式の併合又は分割を行うときは、普通株式及びＡ種後配株式ごとに、同時に同一割合でこれを

行う。当社は、株主に新株の引受権、新株予約権の引受権又は新株予約権付社債の引受権を与えるときは、

各々の場合に応じて、普通株主には普通株式の、Ａ種後配株主にはＡ種後配株式の、新株の引受権、新株予

約権の引受権又は新株予約権付社債の引受権を同時に同一割合で与える。

〔６〕普通株式への転換請求権

（１）転換請求期間

2005年11月25日から2014年11月24日までとする。
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（２）転換の条件

Ａ種後配株式は、１株につき下記（イ）乃至（ハ）に定める転換価額により、当会社の普通株式に転換

することができる。

（イ）当初転換価額

450円

（ロ）転換価額の修正

　転換価額は、Ａ種後配株主が当社に対しＡ種後配株式の転換を請求した日及び2014年11月25日（以下

「修正日」という。）において、修正日における「時価」が、当該修正日において有効な転換価額を下

回る場合は、当該時価に修正される（以下「修正後転換価額」という。）。ただし、修正後転換価額が当

初転換価額の50％に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切上げる。以下

「下限転換価額」という。ただし、下記(ハ)により調整される。）を下回る場合には下限転換価額をもっ

て修正後転換価額とする。上記「時価」とは、当該修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式

会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値

（終値のない日を除く。円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切上げる。）とする。なお、

転換価額の修正は、Ａ種後配株式の転換が請求されるごとに行われ、当該修正後転換価額は、当該修正

日に転換請求がなされていないＡ種後配株式についても適用されるものとする。

（ハ）転換価額の調整

ａ）普通株式に関して株式の分割又は調整前転換価額を下回る発行価額による普通株式の発行又は処

分（新株予約権の行使による普通株式の発行又は処分を除く。）が行われた場合、転換価額は次の

算式（以下「転換価額調整式」という。）により調整するものとする。なお、当社が自己株式を保

有している場合には、転換価額調整式において、保有する自己株式数は既発行普通株式数から、保

有する自己株式数に対して発行される新株の数は新発行・処分普通株式数から、それぞれ控除す

るものとする。

　 　 　
既発行普通株式数+

新発行・処分普通株式数×1株あたりの発行・処分価額

調整後転換価額 = 調整前転換価額×
1株あたりの調整前転換価額

既発行普通株式数+新発行・処分普通株式数

ｂ）当社は、上記ａ）に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締

役会が適当と判断する転換価額の調整を行うものとする。

（ⅰ）普通株式の併合、資本の減少、新設分割、吸収分割、株式交換、株式移転又は合併のために転

換価額の調整を必要とするとき。

（ⅱ）その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整

を必要とするとき。

（ⅲ）転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後転換価

額の算出にあたり使用すべき調整前転換価額につき、他方の事由による影響を考慮する必

要があるとき。

ｃ）転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどま

る限りは、転換価額の調整は行わない。但し、この差額相当額は、その後転換価額の調整を必要とす

る事由が発生した場合に算出される調整後転換価額にその都度算入する。

ｄ）（ⅰ）転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位

を切上げる。

（ⅱ）転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有

効な転換価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日があ

る場合はその日、又は株主割当日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の

日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する普通株式数を控除

した数とする。
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（ニ）転換により発行すべき普通株式数

Ａ種後配株式の転換により発行すべき当会社の普通株式数は、次の通りとする。

普通株式数=
Ａ種後配株主が転換請求のために提出したＡ種後配株式の発行価額の総額

転換価額

但し、Ａ種後配株主が転換請求のために提出したＡ種後配株式の発行価額の総額は、Ａ種後配株式に

つき、株式分割、株式併合又はこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。転換により発

行すべき普通株式数の算出にあたって、１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金による

調整は行わない。

（ホ）転換請求受付場所

東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社 証券代行部

（ヘ）転換の効力発生

転換の効力は、転換請求書及びＡ種後配株式の株券が上記（ホ）に記載する転換請求受付場所の営

業時間内に同所に到着した時に発生する。但し、適用法令上、転換請求書に株券の添付を要しない場

合は、株券の提出を要しない。

〔７〕普通株式への一斉取得

転換請求期間中に転換請求のなかったＡ種後配株式は、2014年11月25日をもってＡ種後配株式1株当たり

の払込金相当額を、2014年11月25日における転換価額で除して得られる数の普通株式を交付する。

前記の普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときは、会社法第220条に定める方法に

よりこれを取扱う。

〔８〕期中転換請求又は一斉転換があった場合の取扱い

Ａ種後配株式の転換により発行された普通株式に対する最初の期末配当金又は中間配当金は、転換の請

求が１月１日から６月30日までになされたときには１月１日に、７月１日から翌年12月31日までになさ

れたときは７月１日に、それぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（平成18年３月24日定時株主総会決議）

区分
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数(個) 100 50　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ────── ──────

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,000 5,000　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
平成18年４月28日から

平成28年３月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）

1

1
同左

新株予約権の行使の条件 ① 新株予約権の割当を受けた者

（以下、「新株予約権者」とい

う。）は、当社を退職したときに

限り、新株予約権を行使するこ

とができる。ただし、この場合、

新株予約権者は、当社を退職し

た日の翌日、（以下、「権利行使

開始日」という。）から10日を

経過する日までの間に限り、付

与された新株予約権を一度に全

て行使しなければならない。

② 各新株予約権１個あたりの一

部行使はできないものとする。

③ 新株予約権は、新株予約権を

質入れ、その他一切の処分をす

ることができない。

④ 新株予約権者が死亡した場

合、新株予約権者の相続人のう

ち、新株予約権者の配偶者、子、

一親等の直系専属に限り新株予

約権を行使することができる。

ただし、相続人は、当該役員が死

亡退職した翌日から３ヶ月を経

過するまでの間に限り、新株予

約権を行使できる。

⑤ その他の条件については、本

総会および取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権者との間

で締結する「新株予約権割当予

約」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権を譲渡するときは、

取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ────── ──────

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項

────── ──────

（注）行使価格は、新株予約権発行後、当社が株式の割当又は併合を行う場合、次の算式により調整されます。

調整後行使価格 ＝ 調整前行使価格 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後に当社が時価を下回る払込価格で新株式を発行し、又は自己株式の処分を行う場合（新株
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予約権の行使及び単元未満株式の買取請求による場合を除く。）は次の算式により調整されます。

　 　 　 　
既発行株式数　＋

新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

調整後行使価格 ＝ 調整前行使価格 ×
新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

なお、上記の調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成16年11月25日

（注１）
4,445 10,982 1,000,125 2,795,925 1,000,125 2,735,764

平成18年１月１日～

平成18年６月30日

（注２）

－ 10,982 － 2,795,925 △2,036,783 698,981

平成18年11月28日

（注３）
0 10,983 － 2,795,925 － 698,981

平成18年12月25日

（注４）
300 11,283 300 2,796,225 － 698,981

平成19年１月４日 

（注５）
82 11,365 － 2,796,225 － 698,981

平成19年３月１日 

（注６）
5 11,370 5 2,796,230 － 698,981

平成19年３月15日 

（注７）
0 11,371 － 2,796,230 － 698,981

平成19年４月１日

（注８）
82 11,453 － 2,796,230 － 698,981

平成19年４月２日

（注９）
5 11,458 5 2,796,235 － 698,981

平成19年５月１日

（注10）
6,612 18,070 － 2,796,235 － 698,981

平成19年６月18日

（注11）
0 18,071 － 2,796,235 － 698,981

平成19年７月31日

（注12）
－ 18,071 △2,063,146 733,088 △698,981 －

平成19年12月21日　

　（注13）
1 18,072 － 733,088 － －

平成20年５月１日　

　（注14）　
5 18,077 － 733,093 － －

（注）１．第三者割当による新株式の発行によるものであります。

割当先　　　　　ジャパン・リカバリー・ファンドⅡ

発行株式数　　　Ａ種後配株式　  4,445,000株

発行価額　　　　１株につき　　　　　　450円

資本組入額　　　１株につき　　　　　　225円

２．平成18年３月24日開催の定時株主総会決議による取崩しであります。
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３．Ａ種後配株式の普通株式への転換によるものであります。

発行先　　　　　株式会社ジー・テイスト

転換数　　　　　Ａ種後配株式 　　　　500株

発行株数　　　　普通株式 　　　　　　639株

資本組入額　　　　　　　 　　　　　　　0円

４．平成18年３月24日開催の第34回定時株主総会決議による旧商法第280条ノ20および第280条ノ21に基づく新株

予約権(ストックオプション)の行使によるものであります。発行価額１円、資本組入額１円

 　　 ５．Ａ種後配株式の普通株式への転換によるものであります。

　　　　　発行先　　　　　元役員２名

　　　　　転換数　　　　　Ａ種後配株式　　　64,500株

　　　　　発行株式数　　　普通株式　　　　　82,456株

　　　　　資本組入額　　　　　　　　　　　　　 　0円

６．平成18年３月24日開催の第34回定時株主総会決議による旧商法第280条ノ20および第280条ノ21に基づく新株

予

約権(ストックオプション)の行使によるものであります。発行価額１円、資本組入額１円

 　　 ７．Ａ種後配株式の普通株式への転換によるものであります。

 　　　　 発行先　　　　　株式会社ジー・テイスト

          転換数　　　　　Ａ種後配株式 　　　　500株

          発行株数　　　　普通株式 　　　　　　692株

          資本組入額　　　 　　　　　 　　 　　　0円

８．クラージュ株式会社を吸収合併し、普通株式82,000株を発行しました（クラージュ株式会社の株式１株につき

　　当社の株式82株）。これにより増加する資本金及び資本準備金の額はありません。

９．新株予約権の行使請求があり、普通株式5,000株を発行しました（発行価額１円、資本組入額１円）。

10．株式会社ダイニング企画を吸収合併し、普通株式6,612,000株を発行しました（株式会社ダイニング企画の

　　株式1株につき当社の株式285株）。これにより増加する資本金および資本準備金の額はありません。

11．Ａ種後配株式の普通株式への転換によるものであります。

　　発行先　　　　　株式会社ジー・テイスト　

　　転換数　　　　　Ａ種後配株式 　　　　500株　

　　発行株数　　　　普通株式 　　　　　　933株

　　資本組入額　　　 　　　　　 　　 　　　0円

　　　12．平成19年6月29日開催の定時株主総会において、発行済株式総数を減少させず、資本金および資本準備金のみ

　　　　　を減少させる方法による減資を実施致しました。資本金の額 2,796,230千円のうち、2,063,146千円を減少さ

　　　　　せ、全額を損失の補填に充当しました。また資本準備金についても698,981千円を減少させ、その他資本剰余

　　　　　金額2,036,783千円とともに損失の補填に充当しました。

　　　13. Ａ種後配株式の普通株式への転換によるものであります。

　　　　　発行先　　　　　株式会社ジー・テイスト　

　　　　　転換数　　　　　Ａ種後配株式 　　　　500株　

　　　　　発行株数　　　　普通株式 　　　　　1,000株

　　　　　資本組入額　　　 　　　　　 　　 　　　0円

14.平成20年５月１日に新株予約権の行使請求があり普通株式5,000株を発行いたしました（発行価額１円、資本

　 組入額１円）。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数500株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 7 55 3 3 5,293 5,363 ―

所有株式数

（単元）
－ 261 10 26,211 97 13 9,458 36,050 47,446

所有株式数の

割合（％）
－ 0.72 0.02 72.71 0.27 0.04 26.24 100.00 ―

　（注）１．自己株式83,997株は、「個人その他」に167 単元、「単元未満株式の状況」に497株含まれております。

２．上記「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式700株が含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 株式会社ジー・コミュニケー 

 ション
 愛知県名古屋市北区黒川本通五丁目12番３号 6,685 　　　　 36.9

株式会社ジー・テイスト

（内　Ａ種後配株式）
宮城県仙台市若林区大和町五丁目33番18号  6,230 

　　（4,378） 

34.4　

　　 （24.2） 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号
 　127 0.7　

株式会社グローバルアクト

 （内　Ａ種後配株式）
東京都杉並区成田東二丁目35番８号　  83　　

　　　 （66）

0.4　

　　　　 　（0.3）

江戸沢会 東京都中央区銀座一丁目15番２号
　　 62 0.3　

シービーエヌワイ　デイエフ

エイ　インターナショナル　

キャップ　バリュー　ポート

フォリオ

SANTA　MONICA，CA　90401　USA
　 　47 　　　　　　0.2　

亀田　信男 東京都文京区   46 0.2

浅野　　章 神奈川県平塚市 　       26           0.1　

株式会社コーゲツ 静岡県沼津市大諏訪559   14 0.0

藤田　　威 静岡県静岡市    13 0.0

計 ―
13,337

(4,445） 

73.8　

　（24.5） 

 （注）１.前事業年度末現在主要株主であった株式会社ジー・テイストは、当事業年度末では主要株主ではなくなりまし

　　　　 た。

　　　 ２.前事業年度末現在主要株主でなかった株式会社ジー・コミュニケーションは、当事業年度末では主要株主とな

　　　　 っております。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式　　     17,000   

Ａ種後配株式　   66,500  　　
－ (注)１

完全議決権株式（その他）
普通株式     13,563,000

Ａ種後配株式  4,378,500
35,882   (注)１,２

単元未満株式 普通株式　　　　 47,446 － (注)１

発行済株式総数 　　　　　　   18,072,446 － －

総株主の議決権 － 35,882 －

（注）１．普通株式およびＡ種後配株式の内容については、「（１）株式の総数等　②発行済株式」に記載のとおりであ　

　ります。

２．完全議決権株式（その他）のうち、500株につきましては、証券保管振替機構名義の失念株式として議決権の

　数に含まれておりません。なお、当該株式にかかる議決権の数は１個であります。
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②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社グローバ

ルアクト

東京都杉並区成田

東二丁目35番８号
83,500 － 83,500 0.5

計 － 83,500 － 83,500 0.5

（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づ

  き、新株予約権を発行する方法によるものであります。

　当該制度の内容は、以下の通りであります。

（平成18年３月24日定時株主総会決議）

（ストックオプションＡプラン）

決議年月日 平成18年３月24日

付与対象者の区分 取締役

執行役員

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 320,000株を上限とする

新株予約権の行使時の払込金額（円） １円

新株予約権の行使期間 自　平成18年４月28日

至　平成28年３月31日

新株予約権の行使の条件 当社を退職したときに限り行使可能。ただし当社を退社した日の翌日か

ら10日を経過する日までの間に限り付与された新株予約権を一度に行

使しなければならない。

新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人のうち、新株予約

権者の配偶者、子、一親等の直系尊属に限り新株予約権を行使すること

ができる。ただし、相続人は新株予約権者が死亡退職した翌日から３ヶ

月を経過するまでの間に限り、新株予約権を行使できる。

その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当予約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項

－

（ストックオプションＢプラン）

決議年月日 平成18年３月24日

付与対象者の区分 取締役

執行役員

従業員、顧問、コンサルタント等

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 100,000株を上限とする

新株予約権の行使時の払込金額（円） 新株予約権を発行する日(新株予約権発行の取締役会で定めた日)の属す

る月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）の東京証券取引

所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.03を乗じた金額とし、

１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価格が新株予約権発行の日

の終値(取引が成立していない場合はそれに先立つ直近日の終値)を下回

る場合は、当該終値とする。（注）

EDINET提出書類

株式会社グローバルアクト(E03237)

有価証券報告書

 26/106



新株予約権の行使期間 自　平成18年４月１日

至　平成28年３月31日

新株予約権の行使の条件 権利行使時において当社の取締役、執行役員、従業員、顧問、コンサルタ

ント等の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退

職その他正当な理由のある場合として当社の取締役会が認めた場合に

はこの限りではない。

各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。

その他の条件については、平成18年３月24日開催の定時株主総会及び取

締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当予約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項

－

（注）行使価格は、新株予約権発行後、当社が株式の割当又は併合を行う場合、次の算式により調整されます。

調整後行使価格 ＝ 調整前行使価格 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後に当社が時価を下回る払込価格で新株式を発行し、又は自己株式の処分を行う場合（新株

予約権の行使及び単元未満株式の買取請求による場合を除く。）は次の算式により調整されます。

　 　 　 　
既発行株式数　＋

新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

調整後行使価格 ＝ 調整前行使価格 ×
新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

なお、上記の調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

２【自己株式の取得等の状況】

[株式の種類等]　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。
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（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 2,074 465,469

当期間における取得自己株式 205 42,025

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

　　　による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数 17,497 － 17,702 －

（注）当期間における処理自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売渡

　　　による株式は含まれておりません。

３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を、経営上において最重要課題であると認識しており、企業基盤の強化ならびに将

来の事業展開のための内部留保や収益見通しなどを総合的に勘案し、安定的な成果の配分を行うことを基本方針と

しております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の

決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当事業年度の配当につきましては、経営成績を勘案いたしまして、不本意ではありますが、無配とさせていただきま

す。

当社は、今後も積極的な直営店の出店を続け、成長路線に拍車をかけるためには、利益につきましては、第一に内部

に留保して資金需要に充てていく方針でありますが、上場企業として株主に責務を果たすために、将来的には配当

性向を設定し、これに基づき利益を株主に還元していく所存であり、早期に復配できますように努めてまいります。

また当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 649 664 586 530 339 299

最低（円） 570 543 371 292 290 198

　（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

２．第36期は、決算期変更により平成19年１月１日から平成19年３月31日までの３ヶ月間となっております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 234 229 220 220 229 230

最低（円） 214 213 205 206 215 203

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

取締役

社長

代表

取締役
倉本　勝正 昭和49年10月17日生

平成５年４月 株式会社中部緑営入社

平成７年１月 鈴木興業株式会社入社

平成12年７月 株式会社鈴庄入社

平成16年７月 株式会社えん屋取締役社長就任

平成16年10月 同社代表取締役社長就任

平成16年12月 株式会社ジー・コミュニケーション取締役就任

平成17年４月 株式会社サンウェイ取締役就任

平成17年６月 株式会社ダイニング企画代表取締役副社長就任

平成18年１月 同社代表取締役就任（現任）

平成19年３月 当社代表取締役社長就任（現任）

  

平成20年

６月26日

開催の定

時株主総

会から１

年

－　

常務

取締役

管理

本部長 
山本　大介 昭和43年４月１日生

平成２年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三井住友銀行）

入社

平成18年５月 株式会社ジー・コミュニケーション入社　東京

支社長就任

平成19年６月 当社常務取締役就任（現任）

平成20年

６月26日

開催の定

時株主総

会から１

年

－　

取締役
商品

本部長
平野　佳純 昭和30年12月29日生

昭和49年４月 月島物流サービス入社

平成３年12月 株式会社すみだ「つぼ八」入社

平成６年８月 神戸「一休亭」入社

平成７年２月 株式会社鈴庄入社

平成13年８月 同社調理本部長

平成16年10月 同社株式会社えん屋総料理長

平成17年６月 株式会社ダイニング企画商品部長

平成17年11月 同社取締役商品本部長就任

平成18年５月 同社取締役企画本部長就任

平成19年３月 当社取締役就任（現任）

平成20年

６月26日

開催の定

時株主総

会から１

年

－　

取締役

直営事業

統括

本部長

本橋　紀行 昭和37年12月８日生

昭和55年４月 株式会社全食入社

昭和59年３月 株式会社サントネージュ入社

昭和60年３月 株式会社サンウェイ入社

平成18年１月 新規事業部長就任

平成18年４月 海鮮事業部長就任

平成19年１月 首都圏事業部本部長就任

平成20年４月 直営事業本部長就任（現任）

平成20年

６月26日

開催の定

時株主総

会から１

年

－　

取締役 － 石井　　寧 昭和40年９月９日生

平成２年４月 株式会社日本旅行入社

平成６年12月 ワシントンホテル株式会社入社

平成10年４月 株式会社コアズ入社

平成13年９月 株式会社ジー・コミュニケーション入社

平成15年10月 株式会社ジー・エデュケーションへ転籍

平成16年６月 株式会社ジー・コミュニケーションへ転籍。常

勤監査役就任

平成20年

６月26日

開催の定

時株主総

会から１

年

－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

監査役 常勤 佐藤　加代子 昭和26年４月10日生

昭和45年９月 日本電信電話公社入社

昭和53年１月 仁木島商事株式会社入社

昭和60年６月 株式会社エッチ・エヌ・エー・システム入社

平成３年４月 株式会社サンウェイ入社

平成17年４月 株式会社ダイニング企画常勤監査役

平成19年３月 当社監査役就任（現任）

平成19年

６月29日

開催の定

時株主総

会から４

年

－　

監査役 － 海老原　安信 昭和18年９月23日生

昭和37年４月 青果販売自営

昭和49年４月 合資会社塩瀬総本家入社

昭和58年６月 株式会社エースジャパン入社

昭和60年３月 株式会社シルバーアロー入社

昭和61年３月 株式会社ローマイヤ入社

昭和63年１月 常楽商工株式会社入社

平成15年11月 常楽酒造株式会社入社

平成18年４月

 平成19年６月

株式会社ダイニング企画監査役就任

当社監査役就任(現任)

平成19年

６月29日

開催の定

時株主総

会から４

年

－　

監査役 － 梶浦　章史 昭和50年11月14日生 

平成10年４月 株式会社南海国際旅行入社

平成12年４月 梶浦税理士事務所入所

平成13年12月 株式会社日本テレネット入社

平成15年６月 株式会社ワイ・アリーバ入社

平成17年８月 株式会社サザン・イート・アイランド　管理部

長  

平成17年10月 株式会社ジー・コミュニケーション　経理部長

(現任）　

平成20年

６月26日

開催の定

時株主総

会から３

年

－

計 　 －

（注）１．株式会社ジー・コミュニケーションは当社の親会社であります。

　　　２．株式会社ダイニング企画と株式会社ジー・フードは、株式会社ジー・コミュニケーションの子会社として設立

　された会社であります。

　　　３．株式会社ジー・テイストは、平成17年７月より株式会社ジー・コミュニケーションの子会社であります。

　　　４. 取締役 石井寧氏は株式会社ジー・コミュニケーションの常勤監査役を平成20年８月末の定時株主総会の終結

　　　　　の時をもって辞任されます。当社の社外取締役には平成20年９月１日をもって就任される予定です。

５. 監査役 海老原安信及び梶浦章史両氏は、「会社法」第２条第16号に定める社外監査役であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（１）　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は経営上の意思決定の迅速化を図ること並びに経営の公平性及び透明性を高めることをコーポレート・

ガバナンスを有効に機能させるための最重要課題と位置づけております。

 

（２）　コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①取締役会

　当社は、社内取締役３名、社外取締役２名で構成する定例取締役会を毎月開催し、重要事項を決議決定する　　

　と共に業務の執行状況を監督しております。なお、経営環境の変化に迅速に対応するために、取締役はその

　任期を１年としております。

②監査役制度

　当社は、監査役制度を採用しており、社内監査役２名、社外監査役２名は、取締役会等重要な会議への出

　席、取締役等からの営業報告、重要書類等の閲覧等を通して、取締役の職務の執行を監査しております。

③内部監査

　当社は、企業活動における、会計記録、内部組織、業務運営の適否及び業務効率の監査を通じて助言、勧告

　を行い、もって経理の合理化及び適正化に資することを目的としており、内部監査室により行われておりま

　す。

④会計監査・法律顧問

　当社の会計監査を担当する監査法人として、なぎさ監査法人と監査契約を結んでおります。また、法律事務

　所と顧問契約を結び、法令順守における各種相談を適宜行っております。

⑤取締役の定数

　当社の取締役は、15名以内とする旨定款に定めております。

⑥取締役の選任方法

　当社の取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

　席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票

　にならないものとすることも定款に定めております。

⑦株主総会決議事項を取締役会で決議できる事項

　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役会の決議によって、取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含

　む）の会社法第423条第１項の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には、賠償責任額から

　法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として免除することできる旨を定款で定めておりま

　す。

⑧株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

　株主の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行っております。
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　コーポレート・ガバナンス体制の模式図は次の通りです。

　

（３）内部統制システムの整備の状況

　　　当社では、内部統制基本方針に基づき、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　その他会社の業務の適正を確保するための体制について、以下のとおり行っております。

　　①取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　当社は、企業がその存立を継続するためにはコンプライアンスの徹底が不可欠であるという認識のもと、法令・定

　　　款・社内規程・企業倫理の遵守するための行動基準として「コンプライアンス規程」を策定し、公正な経営体制の

　　　確立に努めております。

　　　また、コンプライアンス全体を統括する組織として、代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」　

　　　を設置し、コンプライアンスに係る問題等を随時検討し、コンプライアンス体制の整備に努めております。

　　②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　　当社は、法令・社内規程に基づき、文書等の保存を行っております。また、個人情報を含む情報管理については、

　　　個人情報保護規程等の社内規程に基づいて管理・対応しております。

　　③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　当社は、業務執行に係るリスクに対し、事前に適切な対応を行うため、「リスク管理規程」を策定し、当規程の実

　　　効性を確保するため、代表取締役社長を委員長とする「リスク管理委員会」を設置し、関係部署からの報告をもと

　　　に、リスクの具体的対応策及び予防措置の検討を行っております。

　　④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　当社は、定例の取締役会を毎月開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を行っております。

　　　また、必要に応じて臨時取締役会を開催し、業務執行に関する意思決定を機動的に行っております。

　　　業務運営については、中期経営計画及び各年度予算を立案し、全社的な指標を設定し、各部門において、その指標

　　　達成に向け具体策を立案・実行しております。

　　　また、執行役員制度の充実により、取締役会のチェック機能を強化するため業務の意思決定・監督機能と業務執行

　　　機能を分離しております。

　　⑤使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　当社は、内部監査室が、各店舗の業務執行状況の内部監査を通じて会社の業務実施状況の実態を把握し、すべての

　　　業務が法令・定款及び社内諸規程に準拠し適正かつ合理的に行われているかを調査し、監査結果を代表取締役に報

　　　告しております。また、あわせて当社の制度・諸規程等が法律に適合しているかを公正に調査・検証しておりま

　　　す。

　　⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　　　必要に応じて内部監査室が監査役の監査を補助しております。

　　⑦上記⑥の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　　当社は、使用人の独立性を確保するため、任命・人事権については常勤監査役の事前の同意を必要としておりま

　　　す。また、その業務の遂行に当たっては取締役等の指揮・命令を受けないものとしております。

　　⑧取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

　　　当社の代表取締役及び取締役は、取締役会等の重要な会議において随時その担当する業務の執行状況の報告を行っ
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　　　ております。また取締役及び従業員が監査役に報告すべき事項、監査役が閲覧する書類等を明確に定め、取締役及

　　　び従業員に対して周知徹底しております。

　　　監査役は必要に応じていつでも取締役及び従業員に対し報告を求め、また書類の提示を求めることができるものと

　　　しております。

　　⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　代表取締役及び内部監査室は、監査役と相互の意思疎通を図るため定期的な会合をもち、経営状態及び内部監査結

　　　果等の報告を監査役に対し随時行っております。

　　　また、監査役が当社の会計監査人及び当社顧問弁護士との相談ができる体制を確保しております。

（４）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　　　当社は、取締役のうち２名が社外取締役、監査役のうち２名が社外監査役でありますが、当社との間には取引関係

　　　その他の利害関係はありません。

 

（５）役員報酬の内容

区　　　　分 支給人員（注）１ 支　　　給　　　額

　取　 　　　　締　　　　 　役

（う  ち  社  外  取  締  役）

５名

（２名）

　27,120千円

   （   －千円）

　監　　　　　　査　 　　 　役

 （う  ち  社  外  監　査  役）

４名

（２名）

　13,631千円

 　（2,600千円）

　　　合　　　　　　　　　　　計 ９名 　40,751千円

　　（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　　　　  ２．取締役の報酬限度額は、平成２年11月27日開催の第18回定時株主総会において月額15,000千円以内（ただ

　　　　　　  し、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。

　　　　  ３．監査役の報酬限度額は、平成２年11月27日開催の第18回定時株主総会において月額1,500千円以内と決議

              いただいております。

（６）内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

　　内部監査室は監査役と必要に応じて情報交換を実施しており、また合同して監査を実施することにより、効率的かつ

　　効果的な監査を行っております。内部監査室は監査法人とも必要に応じた情報交換を行っており、また、内部監査

　　室、監査役及び監査法人の三者にて開かれる会議にて意見交換を行っており、監査の実効性確保に努めております。

（７）会計監査人の状況

　　①　名称　　　なぎさ監査法人

　　②　報酬等の額

　 支　　　　払　　　　額

　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 　19,624千円

　当社が会計監査人に支払うべき金銭その他

　の財産上の利益の合計額
　　　　　　　19,624千円

　　　(注)４月～５月は、前会計監査人　監査法人トーマツの報酬7,999千円が含まれております。　　

　　③　非監査業務の内容

　　　　該当事項はありません。

　　④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　　　　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の

　　　　合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初

　　　　に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　　　　なお、監査役会は、会計監査人の継続監査年数等を勘案しまして、再任もしくは不再任の決定を行います。

　　⑤　責任限定契約の内容の概要

　　　　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年１月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　     当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年１月１日から平成19年３月31日ま

　　で）及び前事業年度(平成19年１月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより　　　　

　

　　監査を受けており、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度(平成19年４月１日から平

　　成20年３月31日まで）の財務諸表については、なぎさ監査法人の監査を受けております。

　　　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　　　前連結会計年度及び前事業年度　監査法人トーマツ

　　　　　　　　　　　　当事業年度　なぎさ監査法人

　

３．連結財務諸表について

　当社の連結子会社であった関原酒造株式会社は平成19年３月30日付で同社の株式を株式会社ジー・コミュニケー

ションに譲渡したことに伴い、連結子会社がなくなりました。このため、前連結会計年度においては、連結損益計算書、

連結株主資本等変更計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりますが、連結貸借対照表作成しており

ません。

　また、当連結会計年度においては、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　    

Ⅰ　流動資産 　    

１．現金及び預金 　  83,205  

２．売掛金 　  23,781  

３．たな卸資産 　  28,071  

４．その他 　  209,968  

貸倒引当金 　  △415  

流動資産合計 　  344,612 7.5

Ⅱ　固定資産 　    

１．有形固定資産 　    

(１)建物及び構築物 　 4,973,021   

減価償却累計額 　 4,452,633 520,387  

(２)土地 　  725,495  

(３)その他 　 598,735   

減価償却累計額 　 554,726 44,008  

有形固定資産合計 　  1,289,891 28.3

２．無形固定資産 　  5,584 0.1

３．投資その他の資産 　    

(１)投資有価証券 　  0  

(２)差入保証金 　  2,811,276  

(３)長期貸付金 　  113,525  

(４)その他 　  127,619  

　貸倒引当金 　  △126,460  

投資その他の資産合計 　  2,925,960 64.1

固定資産合計 　  4,221,436 92.5

資産合計 　  4,566,048 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　    

Ⅰ　流動負債 　    

１．買掛金 　  129,696  

２．短期借入金 　  40,000  

３．一年以内返済予定長期借入金 　  153,614  

４．関係会社短期借入金 　  1,802,835  

５．未払法人税等 　  21,011  

６．株主優待引当金 　  28,369  

７．閉店損失引当金 　  223,842  

８．その他 　  384,187  

流動負債合計 　  2,783,556 60.9

Ⅱ　固定負債 　    

１．長期借入金 　  646,385  

２. 債務保証損失引当金 　  341,392  

３．その他 　  70,704  

固定負債合計 　  1,058,483 23.2

負債合計 　  3,842,039 84.1

　 　    

（純資産の部） 　    

Ⅰ　株主資本 　    

１．資本金 　  2,796,230 61.3

２．資本剰余金 　  2,735,764 59.9

３．利益剰余金 　  △4,798,911 △105.1

４．自己株式 　  △9,074 △0.2

株主資本合計 　  724,008 15.9

純資産合計 　  724,008 15.9

負債純資産合計 　  4,566,048 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  1,431,634 100.0

Ⅱ　売上原価 　  416,234 29.1

売上総利益 　  1,015,399 70.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  1,162,683 81.2

営業損失 　  147,284 △10.3

Ⅳ　営業外収益 　    

１．受取利息 　 2,736   

２．受取補償金 　 24,682   

３．その他 　 1,376 28,794 2.0

Ⅴ　営業外費用 　    

１．支払利息 　 26,112   

２．賃借料 　 27,435   

３. 中途解約違約金 　 21,666   

４．その他 　 1,979 77,193 5.4

経常損失 　  195,682 △13.7

Ⅵ　特別利益 　    

１．関係会社株式売却益 　 326,728 326,728 22.8

Ⅶ　特別損失 　    

１. 閉店損失引当金繰入額 　 201,767   

２．減損損失 ※２ 229,591   

３．債務保証損失引当金繰入額 　 341,392   

４．貸倒引当金繰入額 　 126,876 899,628 62.8

税金等調整前当期純損失 　  768,582 △53.7

法人税、住民税及び事業税 　  12,211 0.8

当期純損失 　  780,794 △54.5
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日）
　 （単位：千円）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高 2,796,225 2,735,764 △4,018,116 △8,920 1,504,952

連結会計年度中の変動額      

当期純損失   △780,794  △780,794

ストックオプションの行使によ
る新株式の発行

5    5

自己株式の取得    △154 △154

連結会計年度中の変動額合計 5  △780,794 △154 △780,943

平成19年３月31日残高 2,796,230 2,735,764 △4,798,911 △9,074 724,008

　 純資産合計

平成18年12月31日残高 1,504,952

連結会計年度中の変動額  

当期純損失 △780,794

ストックオプションの行使によ
る新株式の発行

5

自己株式の取得 △154

連結会計年度中の変動額合計 △780,943

平成19年３月31日残高 724,008
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　  

１．税金等調整前当期純損失 　 △768,582

２．減価償却費 　 26,053

３．減損損失 　 229,591

４．貸倒引当金の増減額（△減少） 　 126,886

５．株主優待引当金の増加額 　 898

６．閉店損失引当金の増減額（△減少） 　 190,683

７．債務保証損失引当金の増加額 　 341,392

８．受取利息及び受取配当金 　 △2,736

　９．支払利息 　 26,112

１０．閉店損失 　 11,083

１１．関係会社株式売却益 　 △326,728

１２. 受取補償金 　 △24,682

１３．売上債権の減少額 　 24,560

１４．たな卸資産の減少額 　 8,972

１５．未収還付消費税等の増減額
　　　　　　　　　　　（△増加）

　 1,668

１６．仕入債務の減少額 　 △126,923

１７．未払酒税の減少額 　 △682

１８．未払消費税等の増減額（△減少） 　 17,451

１９．その他 　 △68,350

小計 　 △313,332

２０．利息及び配当金の受取額 　 910

２１．利息の支払額 　 △39,062

２２. 補償金の受取額 　 24,682

２３．撤去費用等の支払額 　 △5,850

２４．法人税等の支払額 　 △56,175

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △388,828

 

EDINET提出書類

株式会社グローバルアクト(E03237)

有価証券報告書

 40/106



　 　
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　  

１．有形固定資産の取得による支出 　 △63,358

２．無形固定資産の取得による支出 　 △536

３．差入保証金の返還収入 　 64,004

４．差入保証金の追加支出 　 △4,847

５. 連結範囲の変更に伴う関係会社株式
売却による支出

　 △6,562

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △11,299

　 　  

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　  

１．短期借入れによる収入 　 1,500,000

２．短期借入金の返済による支出 　 △710,000

３．長期借入れによる収入 　 800,000

４．長期借入金の返済による支出 　 △1,558,748

５．株式の発行による収入 　 5

６．配当金の支払額 　 △54

７．自己株式の取得による支出 　 △154

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 31,048

　 　  

Ⅳ　現金及び現金同等物の減少額 　 △369,080

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 452,285

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※２ 83,205
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

　当社グループは、第32期連結会計年度より営業損失およ

びマイナスの営業キャッシュ・フローが続いております。

また、当連結会計年度においては、当期純損失を７億80百

万円計上した結果、純資産の部は７億24百万円となりまし

た。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。

　当社グループは、当該状況を改善するため、引き続きジー

・コミュニケーショングループによる支援を受け、業績改

善に取り組んでおります。

　次期においては、静岡・関東エリアにあるジー・コミュ

ニケーショングループの会社である、クラージュ株式会

社、株式会社ダイニング企画の２社と、平成19年４月１日、

平成19年５月１日に相次いで合併し、営業エリアをこれま

でより集約化することによる経営の効率化ができ、人材、

店舗の経営資源の有効活用が可能となり、当グループの事

業機会の拡大に大きく寄与するものと考えられます。一方

で遠隔地であった西日本、近畿及び北信越エリアの46店舗

をジー・コミュニケーショングループの該当エリア担当

会社に譲渡することにより、一層静岡・関東エリアでの営

業に専念して取り組むことが可能になります。

　既存店におきましては、上半期に36店舗の店舗リニュー

アル及び業績不振店舗の業態変更によるブラッシュアッ

プを予定しており、下半期の売上・利益の改善を予定して

おります。

　また、金利負担を軽減するため、親会社である株式会社

ジー・テイストへ自社所有固定資産の売却を予定してお

り、上記の店舗譲渡代金とともに資金の効率化を図ってま

いります。

　従いまして、連結財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、上記のような重要な疑義の影響を連結財務諸

表に反映しておりません。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 子会社は、全て連結しております。

連結子会社の数　　　　該当なし

当連結会計年度から関原酒造株式会社

を連結の範囲から除外しております。

これは、関原酒造株式会社の株式を平成19

年３月30日に売却した為であります。（み

なし売却日　平成19年３月31日）

なお、株式売却日までの損益計算書を連結

しております。

２．持分法の適用に関する事

項

　該当する会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　全ての連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事

項

　

(１)重要な資産の評価基準

 及び評価方法

①有価証券

　その他有価証券

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

　 ②たな卸資産

　製品、仕掛品

　　主として先入先出法による原価法

商品、原材料及び貯蔵品

　　主として最終仕入原価法による原価法

(２)重要な減価償却資産の

 減価償却の方法

①有形固定資産

　　定率法によっております。

　　ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備を除く)につきま

しては、定額法によっております。

　 ②無形固定資産

　　定額法によっております。

　　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

(３)重要な引当金の計上基

 準

①貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

 

②賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、当

連結会計年度に負担すべき支給見込額

を計上しておりますが、業績連動型賞与

を導入しており、当連結会計年度におい

ては賞与引当金は計上しておりません。

 

③閉店損失引当金

　　店舗閉店に伴い発生する損失に備える

ため、合理的に見込まれる閉店関連損失

見込額を計上しております。

 ④債務保証損失引当金

 

　債務保証に係る損失に備えるため、被

保険者の財政状態等を勘案し、損失負担

見込み額を計上しております。 

（追加情報）

　従来、子会社に係る損失に備えるため、

子会社の財政状態を勘案して、発生が見

込まれる額を関係会社損失引当金とし

て計上しておりましたが、平成19年３月

30日に子会社であった関原酒造株式会

社の株式を株式会社ジー・コミュニ

ケーションに譲渡したことにより、関係

会社に該当しなくなったことから、当連

結会計年度より当社の関原酒造株式会

社に対する債務保証について債務保証

損失引当金を計上することといたしま

した。

 ⑤株主優待引当金

  　将来の株主優待券の利用による売上

　値引の発生に備えるため、株主優待券

　の利用実績率に基づいて、当連結会計

　年度以降に発生すると見込まれる額を

　計上しております。

(４)重要なリース取引の処

 理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

(５)その他連結財務諸表作

 成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来する短

期投資
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

（「企業結合に係る会計基準」及び「事業分離等に関す

る会計基準」）

　　当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」（企

業会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日

　企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委

員会　平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10号）

を適用しております。これによる影響額はありません。

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

　　　───────────
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な項目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 448,165千円

賃借料 263,515千円

退職給付費用 15,960千円

※２．減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しております。

用途 種類 場所
減損損失
（千円）

事業用
資産
（店舗）

建物等
東京都
墨田区16件 226,144

事業用
資産

（子会社）
備品等

新潟県
長岡市

540

遊休
資産

土地等
静岡県
焼津他 1件 2,907

計 　 　 229,591

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として店舗毎に資産のグルーピングを行って

おります。店舗の営業損益が継続してマイナス、又は

資産の市場価格が帳簿価額より著しく下落している

資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（229,591千円）として特別損

失に計上しております。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は主として

正味売却価額により測定しており、将来キャッシュ・

フロー見積額を5.0％で割り引いて算定しております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年３月31日）

(１)発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末の
株式数

当連結会計年度増加
株式数

当連結会計年度減少
株式数

当連結会計年度末の
株式数

普通株式 6,838,365株 88,148株 0株 6,926,513株

Ａ種後配株式 4,445,000株 0株 0株 4,445,000株

（注）１．普通株式の総数の増加5,000株は、平成18年３月24日開催の株主総会の承認に基づき、同年４月28日に発

行した新株予約権の行使によるものであります。

２．Ａ種後配株式につきましては、65,000株の転換請求があり、これに対し83,148株の普通株式を交付いたし

ました。

(２)自己株式の数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末の
株式数

当連結会計年度増加
株式数

当連結会計年度減少
株式数

当連結会計年度末の
株式数

普通株式 14,938株 485株 0株 15,423株

Ａ種後配株式 500株 65,000株 0株 65,500株

（注）１．普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

２．Ａ種後配株式につきましては、普通株式への転換請求があり、受け取りましたＡ種株式を自己株式とい

たしました。

(３)配当に関する事項

該当事項はありません。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

※１.　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日）

現金及び預金勘定 83,205千円

現金及び現金同等物 83,205千円

　

  ２.　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳

　

  ㈱関原酒造

　　流動資産 73,442千円

　　固定資産 　　18,184千円

　　流動負債 118,029千円

　　固定負債 319,986千円

　 　

　　株式の売却価格 0千円

　　現金及び現金同等物 △6,562千円

　　差引：連結範囲変更に伴う関

　　　　　係会社株式売却による

　　　　　支出

△6,562千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

(１)連結会計年度の末日における取得価額相当額、減

  価償却累計額相当額、減損損失累計相当額及び期末

残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

減損損失
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

建物及び
構築物

129,732 67,702 48,925 13,104

その他 418,048 276,971 116,821 24,255

合計 547,780 344,674 165,746 37,359

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込法により算定しております。

(２)未経過リース料期末残高相当額

一年以内 63,261千円

一年超 65,473千円

合計 128,735千円

リース資産減損勘定期末残

高
91,375千円

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込法により算定しております。

(３)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 19,122千円

リース資産減損勘定の取崩額 13,714千円

減価償却費相当額 19,122千円

減損損失 －千円

(４)減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

２．オペレーティング・リース取引（借主側）

未経過リース料

一年以内 96,422千円

一年超 752,687千円

合計 849,110千円
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 　 該当事項はありません。

　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　
前連結会計年度（平成19年３月31日）

連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 0

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自平成19年1月1日　至平成19年３月31日）

　　当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定拠出年金制度を採用しております。また、総合設立型の厚生年金基金（外食産業ジェフ厚生年金基金）に加

入しております。

　総合設立型の厚生年金基金については、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、退

職給付に係る会計基準（企業会計審議会　平成10年６月16日）注解12（複数事業主制度の企業年金について）により、年

金基金への掛金拠出額を退職給付費用として処理しております。

　なお、同基金の年金資産残高のうち、掛金拠出額割合に基づく平成19年3月31日現在の当社の年金資産残高は587,419千円

であります。

２．退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

退職給付費用（千円） 　 15,960 　

①総合設立型厚生年金基金への掛金拠出額

（注）（千円）
　 10,306 　

②確定拠出年金への掛金拠出額（千円） 　 5,654 　

（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。
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（ストックオプション関係）

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年３月31日）

（１）ストック・オプションの内容

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年３月31日）において存在したストック・オプションは、以下のとお

りであります。

　
第１回新株予約権 摘要

付与対象者の区分及び人数  取締役４名、執行役員４名 －

株式の種類別のストック・オプ

ションの数
 普通株式　320,000株 （注）１

付与日  平成18年４月28日 －

権利確定条件 ・当社を退職したときに限り、新株予約権を行使することができる。

ただし、この場合、新株予約権者は、当社を退職した日の翌日から10

日を経過する日までの間に限り、付与された新株予約権を一度に全

て行使しなければならない。 

・各新株予約権１個当たりの一部行使はできない。 

・新株予約権者は、新株予約権を質入れ、その他一切の処分をするこ

とができない。 

・新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人のうち、新株

予約権者の配偶者、子、一親等の直系尊属に限り新株予約権を行使す

ることができる。ただし、相続人は、当該役員が死亡退任した翌日か

ら３ヶ月を経過するまでの間に限り、新株予約権を行使できる。 

（注）２

対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません －

権利行使期間  平成18年４月28日から平成28年３月31日まで －

公正な評価額（付与日） － （注）３

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．その他の条件については、当社と新株予約権付与者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めてお

ります。

３．会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、連結財務諸表への影響はありません。

（２）ストック・オプションの規模およびその変動状況

当連結会計期間において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については株式数に換

算して記載しております。

①　数量情報

　　　権利確定前

　　　　前連結会計年度末　　　  20,000 株

　　　　付与　　　　　　　　　　　　 0 株

　　　　失効　　　　　　　 　　　  　0 株

　　　　権利確定　　　　　　 　  5,000 株

　　　　未確定残　　　　　　　  15,000 株

　　　権利確定後

　　　　前連結会計年度末　　　       0 株

　　　　権利確定　　　　　　 　  5,000 株

　　　　権利行使　　　　　　 　　5,000 株

　　　　失効　　　　　　　 　　　  　0 株

　　　　未行使残　　　　　　　       0 株

②　単価情報

　　　　権利行使価格　　　　 １株につき１円

　　　　行使時平均株価　　　　　　　　329円
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（税効果会計関係）

前連結会計年度

（平成19年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 （千円）

貸倒引当金 51,638
減価償却費 2,270
債務保証引当金 138,946
株主優待引当金 11,546
閉店損失引当金 91,103
減損損失 1,128,026
繰越欠損金 2,012,749
その他 2,336
繰延税金資産小計 3,438,618
評価性引当額 △3,438,618
繰延税金資産合計 －

繰延税金資産の純額 －

　  

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

　 との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

　 った主要な項目別の内訳

　 （％） 

法定実効税率 40.7
 （調整）  

住民税均等割 △2.0
交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.4
 評価性引当額 △37.3
 その他 △2.6
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △1.6
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年３月31日）

　飲食事業の売上高、営業損失及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業損失及び全セグメント資

産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年３月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者との取引に関する注記】

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年３月31日）

（１）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
（千円）

事業の内
容

議決権
等の所
有（被
所有）
割合

関係内容

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上の
関係

親会社

株式会社

ジー・テ

イスト

宮城県

仙台市

若林区

897,128
飲食店の

経営

（被所有

・直接）

55.4％

なし

金銭消費

貸借契約

の締結

資金の借

入

（注）１

750,000
関係会社短

期借入金
1,802,835

 借入金利

息の支払
9,822  未払費用 16,288

 店舗転

貸に係る

賃貸借契

約の締結

 

家賃等の

受取

（注）２

4,890

（注）３ 
未収入金

766

（注）３ 

株式会社

 ジー・

コミュニ

ケーショ

ン

 愛知県

名古屋市

北区

2,786,260

 グルー

プホール

ディング

ス

55.4%

（間接保

有割合

55.4%）

兼任１名
 金銭消

費貸借契

約の締結
資金の借

入

 （注）１

150,000  － －

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

借入につきましては、一般の金融機関取引・市場金利を勘案して交渉の上、決定しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

    小樽食堂足利店他全４店舗の転貸に係る賃貸借契約に基づく店舗の家賃を受入れております。また採用費の支

払い、原材料・光熱費の立替払いがあります。取引条件は一般の取引条件と同等であります。

３．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等は含まれております。
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（２）兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金
（千円）

事業の
内容

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関係内容
取引の内
容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上の
関係

親会社の

子会社

株式会

社

ジー・

フード

愛知県

名古屋

市北区

180,000

飲食店

の経営

・管理

― 兼任１名

店舗転貸

に係る賃

貸借契約

の締結

家賃等の

受取

（注）１

6,596

（注）５ 
未収入金

2,111

（注）５ 

 金銭消

費貸借契

約の締結

 資金の

借入

（注）４

150,000  － － 

 株式会

社

ダイニ

ング企

画 

東京都

中央区
490,000

飲食店

の経営

・管理 

― 兼任４名

店舗転貸

に係る賃

貸借契約

の締結 

家賃等の

受取

（注）２

12,290

 （注）５ 
－ －

 株式会

社

 ジー・

エデュ

ケー

ション

愛知県

名古屋

市北区

100,000

 学習塾

の経営

・管理

―  なし

 金銭消

費貸借契

約の締結

資金の借

入

（注）４

800,000

 １年以

内返済予

定長期借

入金

153,614

 長期借

入金
646,385

 ビー・

サプラ

イ

 株式会

社

東京都

中央区
50,000

外食産

業全般

の物流

管理

―  なし

商品の購

入

食材仕入

（注）３

156,847

（注）５
 買掛金

80,655

（注）５ 

 金銭消

費貸借契

約の締結

 資金の

借入

（注）４

50,000  － －

 株式会

社

 イー・

シー

北海道

札幌市

中央区

10,500
英会話

教育
― なし 

  金銭消

費貸借契

約の締結

 資金の

借入

（注）４

150,000   － －

 株式会

社

 モンタ

ボー

東京都

港区 
10,000

パン、

ケーキ

の製造

・販売

・卸売

― なし 

  金銭消

費貸借契

約の締結

 資金の

借入

（注）４

100,000   － －

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　江戸沢愛知岡崎店の転貸に係る賃貸借契約に基づく店舗の家賃を受入れております。また採用費の支払、原材料・光

熱費の立替払いがあります。取引条件は一般の取引条件と同等であります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　小樽食堂春日部店他８店舗の転貸に係る賃貸借契約に基づく店舗の家賃を受入れております。また採用費の支

払、原材料・光熱費の立替払いがあります。取引条件は一般の取引条件と同等であります。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　原材料の購入等の取引があり、取引条件は一般の取引条件と同等であります。

４. 取引条件及び取引条件の決定方針等

借入につきましては、一般の金融機関取引・市場金利を勘案して交渉の上、決定しております。

５．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 83円52銭

１株当たり当期純損失 　113円38銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

１株当たり当期純損失が計上されているため記載してお

りません。

　前連結会計年度の普通株式以外の株式に係る１株当たり純資産額（Ａ種後配株式）は33円52銭であります。

　（注）１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

当期純損失（千円） 780,794

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る当期純損失（千円） 780,794

期中平均株式数（株） 6,886,450

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

　Ａ種後配株式

　これらの詳細については、第４提

出会社の状況１株式等の状況(１)

株式の総数等②発行済株式に記載

のとおりであります。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

（重要な後発事象）

１.　 当社は、平成19年３月28日開催の定時株主総会にお

ける合併契約書の承認決議を得て、平成19年４月１日

をもって、クラージュ株式会社と合併いたしました。

  ①結合当事企業の名称及び事業内容

    名称　 クラージュ株式会社

    事業内容　 外食事業、教育事業の運営

  ②企業結合の法的形式

　　当社を存続会社とする吸収合併方式

  ③結合後企業の名称

　　株式会社グローバルアクト

  ④取引の目的を含む取引の概要

　　　ジー・コミュニケーショングループとして静

　　岡エリアにおいて外食部門を展開する両社が、

　　一層の経営の効率化及び経営資源の有効活用す

　　ることを目的としております。

　　　なお、合併によりクラージュ株式会社は解散

　　しております。

  ⑤実施した会計の概要

　　　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議

　　会平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準

　　及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

　　（企業会計基準委員会　平成18年12月22日　企

　　業会計基準適用指針　第10号）に基づき、共通

　　支配下の取引として会計処理を適用いたしま

　　す。

 ２． 当社は、平成19年３月28日開催の定時株主総会にお

ける合併契約書の承認決議を得て、平成19年５月１日

をもって株式会社ダイニング企画と合併いたしまし

た。

　 ①結合当事企業の名称及び事業内容

  　 名称　 株式会社ダイニング企画

  　 事業内容　 外食事業の運営

   ②企業結合の法的形式

   　当社を存続会社とする吸収合併方式

   ③結合後企業の名称

　　 株式会社グローバルアクト

   ④取引の目的を含む取引の概要

       株式会社ダイニング企画は、ジー・コミュニ

     ケーショングループにおいて関東エリアの飲食

     部門業態（39店舗）の運営をおこなっており、

     ジー・コミュニケーショングループとして関東

     エリアにおいて外食部門を展開する両社が、一

     層の経営の効率化及び経営資源の有効活用する

     ことを目的としております。なお、合併により

     株式会社ダイニング企画は解散しております。
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前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

   ⑤実施した会計の概要

      「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会

　     平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及

     び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企

     業会計基準委員会　平成18年12月22日　企業会

     計基準適用指針　第10号）に基づき、共通支配

     下の取引として会計処理を適用いたします。

 ３． 当社は、平成19年３月31日開催の取締役会において、

ジー・コミュニケーショングループの株式会社パオに

対して西日本エリア24店舗の譲渡及び同グループの株

式会社ハーシーズに対して近畿エリア７店舗の譲渡を

決議し、平成19年４月１日開催の取締役会において、同

グループの株式会社ジー・エデュケーションに対して

塾部門６店舗の譲渡を決議し、いずれも平成19年４月

１日をもって譲渡しました。また、平成19年４月27日開

催の取締役会において、同グループの株式会社ジー・

テイストに対して北信越エリア15店舗の譲渡を決議

し、平成19年５月１日をもって譲渡しました。

イ．分離先企業の名称

　①西日本エリア

　　株式会社パオ

　②近畿エリア

　　株式会社ハーシーズ

　③塾部門

　　株式会社ジー・エデュケーション

　④北信越エリア

　　株式会社ジー・テイスト

ロ．分離した事業の内容

　①西日本エリア

　　香川高松店　広島福山蔵王店　広島福山沖野上店

　　岡山倉敷店　岡山今店　岡山青江店　岡山駅前店

　　兵庫播磨店　兵庫明石店　兵庫姫路御立店　

　　兵庫姫路英賀保店　兵庫神戸店　兵庫宝塚店

　　大阪和泉店　東大阪東鴻池店　大阪枚方店

　　大阪貝塚店　大阪高槻店　東大阪高井田店

　　大阪堺北店　大阪堺西店　大阪岸和田店

　　大阪八尾店　大阪難波店

　　以上、西日本エリアちゃんこ業態24店舗

　②近畿エリア

　　京都宇治店　京都伏見店　京都亀岡店

　　京都西京店　奈良柏木店　奈良葛城店

　　奈良橿原店

　　以上、近畿エリアちゃんこ業態７店舗

　③塾部門

　　富士中央校　沼津大岡校　長泉中央通校

　　沼津リコー通校　徳倉橋校　沼津香貫校

　　以上、塾部門業態の６店舗に係る運営
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前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

　④北信越エリア

　　富山本郷店　富山高岡赤祖父店　富山高岡内免店

　　石川金沢店　石川野々市店　石川小松店

　　福井西方店　福井学園店　福井高木中央店

　　福井鯖江店　新潟女池店　新潟燕店　新潟河渡店

　　新潟長岡喜多町店　新潟長岡今朝白店

　　以上、北信越エリアちゃんこ業態15店舗

ハ．事業分離の理由

　　ジー・コミュニケーショングループにおける静

　　岡・関東エリアの外食部門を統括する会社と

　　して経営資源を集中し、より強固な経営基盤の確

　　立が期待できるものと判断しました。

ニ．事業分離の概要

　①西日本エリア

　　譲渡価額　599,176千円

　②近畿エリア

　　譲渡価額　157,992千円

　③塾部門

　　譲渡価額　  4,500千円

　④北信越エリア

　　譲渡価額　329,613千円

　　譲渡価額についてはいずれも現金決済によりま　

　　す。

 ４． 当社は、平成19年５月30日開催の取締役会にて下記

のとおり、固定資産の譲渡を決議し、平成19年５月31日

付で譲渡契約を締結しております。

①譲渡理由

有利子負債の返済を行い健全な財務体質への改善を行

うため。

②譲渡先

　株式会社ジー・テイスト

③譲渡内容

所在地　東京都墨田区両国三丁目

 　　土地面積　　219.94㎡

 　　建物面積　　１～５階延べ　765.00㎡

所在地　静岡県浜松市中区西伊場町

 　　土地面積　　1,988.00㎡

 　　建物面積　　１～２階延べ　639.93㎡

所在地　東京都杉並区成田東二丁目

 　　土地面積　　122.32㎡

 　　建物面積　　１～５階延べ　355.17㎡

譲渡価額の総額　　707,000千円

④譲渡時期

　平成19年５月31日
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前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

５．  平成19年６月29日開催の第36回定時株主総会にお

いて資本金、資本準備金の減少に関する議案を決議い

たしました。

   ①目的

当社は当事業年度までに大幅な繰越損失となりまし

たが、資本準備金の取り崩しと併せて資本金の減少に

よる損失填補を行うことにより、繰越損失を一掃し、

財務内容の健全化を図るものであります。

 　② 資本減少の方法

発行済株式総数を減少させず、資本及び資本準備金の

みを減少する方法によります。

 　③減少する資本金及び資本準備金の額

資本金の額2,796,230千円のうち2,063,146千円を減少

し、減少する資本金の全額を損失の填補に充当しま

す。減少後の資本金の額は733,083千円となります。

資本準備金の額698,981千円を減少し、その他資本剰余

金の額2,036,783千円とともに損失の填補に充当しま

す。

　④日程

  債権者異議申述最終期日　平成19年７月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（予定）

　効力発生日　　　　　　　平成19年７月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（予定）

（２）【その他】

　　　　　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
第36期

（平成19年３月31日）

第37期

（平成20年３月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

　１．現金及び預金 　  83,205   92,692  

　２．売掛金 　  23,781   108,790  

　３．商品 　  11,729   23,739  

　４．原材料 　  15,223   34,478  

　５．貯蔵品 　  1,118   187  

　６．前払費用 　  96,916   204,732  

　７. 未収入金 　  68,285   63,310  

　８．その他 　  44,766   36,605  

　　　貸倒引当金 　  △415   △7,432  

　　流動資産合計 　  344,612 7.5  557,103 9.8

Ⅱ　固定資産 　       

　１．有形固定資産 　       

　 (１)建物  4,382,832   4,369,588   

　　　減価償却累計額 　 3,920,841 461,991  3,023,380 1,346,208  

　 (２)構築物 　 590,188   468,080   

　　　減価償却累計額 　 531,792 58,396  315,900 152,180  

　 (３)車両運搬具 　 1,650   1,868   

　　　減価償却累計額 　 1,567 82  1,747 121  

　 (４)器具備品 　 570,462   651,065   

　　　減価償却累計額 　 553,159 17,302  483,411 167,653  

　 (５)土地   725,495   348,217  

　 (６)建設仮勘定 　  26,623   242,986  

　　有形固定資産合計 　  1,289,891 28.3  2,257,367 39.6

　２．無形固定資産 　       

　 (１)ソフトウェア 　  3,349   2,265  

　 (２)電話加入権 　  1,827   7,072  

　 (３)のれん 　  －   41,449  

　 (４)商標権等 　  407   236  

　　無形固定資産合計 　  5,584 0.1  51,024 0.9

　３．投資その他の資産 　       

　 (１)投資有価証券 　  0   0  

　 (２)出資金 　  301   62  

　 (３)長期前払費用 　  68,013   119,341  

　 (４)差入保証金 ※１ 　 2,811,276   2,698,595  

　 (５)長期貸付金 　  113,525   －  

　 (６)その他 　  59,303   19,377  

　　　貸倒引当金 　  △126,460   △617  

　投資その他の資産合計 　  2,925,960 64.1  2,836,759 49.7

　　固定資産合計 　  4,221,436 92.5  5,145,151 90.2

　　資産合計 　  4,566,048 100.0  5,702,254 100.0
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第36期

（平成19年３月31日）

第37期

（平成20年３月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

　 　       

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

　１．買掛金 　  129,696   261,128  

　２. 短期借入金 　  40,000   －  

　３．一年以内返済予定長期借

入金
  153,614   323,480  

　４.一年以内返済予定関係会社

長期借入金
　  －   360,523  

　５．関係会社短期借入金 　  1,802,835   305,000  

　６．未払金 ※１  136,152   331,124  

　７．未払消費税等 　  17,436   42,595  

　８．未払費用 　  157,379   215,469  

　９．未払法人税等 　  21,011   69,207  

１０．前受金 　  8,701   433  

１１. 預り金 　  3,735   6,952  

１２. 前受収益 　  －   107,068  

１３．閉店損失引当金 　  223,842   26,167  

１４．株主優待引当金 　  28,369   24,849  

１５. リース資産減損勘定 　  60,782   30,230  

１６．その他 　  －   10,937  

　　流動負債合計 　  2,783,556 60.9  2,115,169 37.1

　 　       

Ⅱ　固定負債 　       

　１．長期借入金   646,385   377,710  

　２. 関係会社長期借入金 　  －   1,283,460  

　３．長期未払金 　  5,444   32,565  

　４．預り保証金 　  34,666   23,848  

　５. 債務保証損失引当金 　  341,392   76,500  

　６．リース資産減損勘定 　  30,593   14,337  

　７. 負ののれん 　  －   70,180  

　８. デリバティブ負債 　  －   60,464  

　９．その他 　  －   27,687  

　　固定負債合計 　  1,058,483 23.2  1,966,754 34.5

　　負債合計 　  3,842,039 84.1  4,081,923 71.6
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第36期

（平成19年３月31日）

第37期

（平成20年３月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

　１．資本金 　  2,796,230 61.3  733,088 12.9

　２．資本剰余金 　       

　 (１)資本準備金 　 698,981   －  

　 (２)その他資本剰余金 　 2,036,783   819,755   

　　資本剰余金合計 　  2,735,764 59.9  819,755 14.3

　３．利益剰余金 　       

　 (１)その他利益剰余金 　       

　　繰越利益剰余金 　 △4,798,911   77,026   

　　利益剰余金合計 　  △4,798,911 △105.1  77,026 1.3

　４．自己株式 　  △9,074 △0.2  △9,540 △0.1

　　株主資本合計 　  724,008 15.9  1,620,330 28.4

　　純資産合計 　  724,008 15.9  1,620,330 28.4

　　負債純資産合計 　  4,566,048 100.0  5,702,254 100.0
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②【損益計算書】

　 　

第36期

（自　平成19年１月１日

　　至　平成19年３月31日）

第37期

（自　平成19年４月１日

　　至　平成20年３月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅰ　売上高 　       

　１．飲食事業売上高 　 1,410,626   8,303,200   

　２．ロイヤリティー収入 　 525   24,178   

　３．不動産賃貸収入 　 7,162 1,418,314 100.0 － 8,327,379 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

　１．飲食事業売上原価 　       

　 (１)期首商品原材料たな卸高 　 34,394   26,953   

　 (２)当期商品原材料仕入高 　 399,051   2,593,270   

　 (３)合併による商品受入高 　 －   32,629   

　 (４)営業譲受による商品受入

高
　 －   2,976   

　　合計 　 433,446   2,655,830   

　 (５)営業譲渡による商品譲渡

高
　 －   13,504   

　 (６)期末商品原材料たな卸高 　 26,953   58,217   

　　飲食事業売上原価 　 406,492   2,584,107   

　２．不動産賃貸原価 　 471 406,963 28.7 － 2,584,107 31.0

　　売上総利益 　  1,011,350 71.3  5,743,271 69.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  1,155,532 81.5  5,863,102 70.4

　　　営業損失 　  144,182 △10.2  119,830 △1.4

Ⅳ　営業外収益 　       

　１．受取利息 　 2,239   7,737   

　２. 受取配当金 　 －   20   

　３．受取補償金 　 24,682   －   

　４．受取販売奨励金 　 －   54,131   

　５．雑収入 　 1,201   70,642   

　６．不動産賃貸収入 　 － 28,122 2.0 151,207 283,739 3.4

　 　       

Ⅴ　営業外費用 　       

　１．支払利息 ※４ 23,129   70,200   

　２．賃借料 　 27,435   －   

　３．不動産賃貸原価 　 －   141,673   

　４. 中途解約違約金 　 21,666   －   

　５. デリバティブ損失  －   84,005   

　６. 貸倒引当金繰入額  －   4,997   

　７. 雑損失 　 1,979 74,210 5.2 14,539 315,416 3.8

　　　経常損失 　  190,270 △13.4  151,506 △1.8

Ⅵ　特別利益 　       

　１．固定資産売却益 ※２ －   32,788   

　２．債務保証損失引当金戻入 　 －   264,892   

　３. 関係会社損失引当金戻入 　 330,203   －   
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第36期

（自　平成19年１月１日

　　至　平成19年３月31日）

第37期

（自　平成19年４月１日

　　至　平成20年３月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

　４.　閉店損失引当金戻入 　 － 330,203 23.3 11,710 309,391 3.7

Ⅶ　特別損失 　       

　１．閉店損失引当金繰入額 　 201,767   －   

　２. 債務保証損失引当金繰入額 　 341,392   －   

　３．貸倒引当金繰入額 　 126,876   －   

　４. 固定資産除却損 ※５ －   6,818   

　５．減損損失 ※３ 229,051 899,088 63.4 20,800 27,619 0.3

　　税引前当期純利益又は税引

　　前当期損失（△）
　  △759,155 △53.5  130,265 1.6

　　法人税、住民税及び事業税 　  12,139 0.9  53,238 0.6

　　当期純利益又は当期純損失

　　(△)
　  △771,295 △54.4  77,026 1.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年３月31日）

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 　利益剰余金　　合

計繰越利益

剰余金

　平成18年12月31日残高 2,796,225 698,981 2,036,783 2,735,764 △4,027,615 △4,027,615

　事業年度中の変動額 　 　  　 　 　

　当期純損失 　   　 △771,295 △771,295

　ストックオプションの行使によ
　る新株式の発行

5 　  　 　 　

　自己株式の取得 　 　  　 　 　

　事業年度中の変動額合計 5    △771,295 △771,295

　平成19年３月31日残高 2,796,230 698,981 2,036,783 2,735,764 △4,798,911 △4,798,911

項目
株主資本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

　平成18年12月31日残高 △8,920 1,495,453 1,495,453

　事業年度中の変動額 　 　 　

　当期純損失 　 △771,295 △771,295

　ストックオプションの行使によ
　る新株式の発行

　 5 5

　自己株式の取得 △154 △154 △154

　事業年度中の変動額合計 △154 △771,444 △771,444

　平成19年３月31日残高 △9,074 724,008 724,008

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

　平成19年３月31日残高 2,796,230 698,981 2,036,783 2,735,764 △4,798,911 △4,798,911

　事業年度中の変動額 　 　  　 　 　

　当期純利益 　   　 77,026 77,026

　合併による増加 　  819,755 819,755 　 　

　ストックオプションの行
　使による新株式の発行

5 　  　 　 　

　減資 △2,063,146 △698,981 △2,036,783 △2,735,764 4,798,911 4,798,911

　自己株式の取得 　 　  　 　 　

　事業年度中の変動額合計 △2,063,141 △698,981 △1,217,028 △1,916,009 4,875,937 4,875,937

EDINET提出書類

株式会社グローバルアクト(E03237)

有価証券報告書

 65/106



　平成20年３月31日残高 733,088 － 819,755 819,755 77,026 77,026

項目
株主資本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

　平成19年３月31日残高 △9,074 724,008 724,008

　事業年度中の変動額   　

　当期純利益 　 77,026 77,026

　合併による増加 　 819,755 819,755

　ストックオプションの行使
　による新株式の発行

　 5 5

　減資 　 － －

　自己株式の取得 △465 △465 △465

　事業年度中の変動額合計 △465 896,322 896,322

　平成20年３月31日残高 △9,540 1,620,330 1,620,330
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④【キャッシュ・フロー計算書】

　 　

第37期

（自　平成19年４月１日

　　至　平成20年３月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　  

　１．税引前当期純利益 　 130,265

　２．減価償却費 　 260,499

　３．負ののれん償却額 　 △5,013

　４．株主優待引当金の増減額 　 △3,520

　５．閉店損失引当金の増減額 　 △40,032

　６．閉店損失引当金戻入益 　 △11,710

　７．貸倒引当金の増減額 　 12,396

　８．債務保証損失引当金戻入 　 △264,892

　９．受取利息及び受取配当金 　 △7,758

１０．支払利息 　 70,200

１１．固定資産売却益 　 △32,788

１２．固定資産除却損 　 6,818

１３．減損損失 　 20,800

１４．デリバティブ損失 　 84,005

１５．売上債権の増減額 　 △22,601

１６．たな資産の増減額 　 △8,557

１７．前払費用の増減額 　 △40,281

１８．仕入債務の増減額 　 △2,104

１９．その他 　 58,799

小計 　 204,524

２０．利息及び配当金の受取額 　 7,280

２１．利息の支払額 　 △86,495

２２．法人税等の支払額 　 △128,047

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △2,736

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー   

　１．有形固定資産の取得による支出 　 △970,730

　２．有形固定資産の売却収入 　 706,446

　３．無形固定資産の取得による支出 　 5,352

　４．貸付金の回収による収入 　 733

　５．出資金の回収による収入 　 301

　６．長期前払費用の取得による支出 　 △1,900

　７．差入保証金の差入による支出 　 △161,915

　８．差入保証金の返還収入 　 2,775

　９．事業譲受による支出 ※３ △65,672

１０．事業譲渡による収入 ※４ 1,061,009

１１．その他 　 13,000
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第37期

（自　平成19年４月１日

　　至　平成20年３月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 589,400

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　  

　１．関係会社短期借入れによる収入 　 370,000

　２．関係会社短期借入金の返済による支出 　 △1,867,835

　３．長期借入れによる収入 　 65,000

　４．長期借入金の返済による支出 　 △1,149,240

　５．関係会社長期借入れによる収入  1,766,173

　６．関係会社長期借入金の返済による支出  △155,274

　７．株式の発行による収入  5

　８．その他 　 32,565

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △938,606

Ⅳ現金及び現金同等物の増減額 　 △351,943

Ⅴ現金及び現金同等物期首残高 　 83,205

Ⅵ合併による現金及び現金同等物の増加額 ※２ 361,430

Ⅶ現金及び現金同等物期末残高 ※１ 92,692
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　

第36期

（自　平成19年１月１日

　　至　平成19年３月31日）

第37期

（自　平成19年４月１日

　　至　平成20年３月31日）

　当社は、第32期事業年度より営業損失およびマイナスの営

業キャッシュ・フローが続いております。また、当事業年度

においては、純損失を７億71百万円計上した結果、純資産の

部は７億24百万円となりました。当該状況により、継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在しております。

　当社は、当該状況を改善するため、引き続きグループによ

る支援を受け、業務改善に取り組んでおります。

　次期においては、静岡・関東エリアにあるグループの会社

である、クラージュ株式会社、株式会社ダイニング企画の２

社と、平成19年４月１日、平成19年５月１日に相次いで合併

し、営業エリアをこれまでより集約化することによる経営

の効率化ができ、人材、店舗の経営資源の有効活用が可能と

なり、当社の事業機会の拡大に大きく寄与するものと考え

られます。一方で遠隔地であった西日本、近畿及び北信越エ

リアの46店舗をグループの該当エリア担当会社に譲渡する

ことにより、一層静岡・関東エリアでの営業活動に専念し

て取り組むことが可能になります。

　既存店におきましては、上半期に36店舗の店舗リニューア

ル及び業績不振店舗の業態変更によるブラッシュアップを

予定しており、下半期の売上・利益の改善を予定しており

ます。

　また、金利負担を軽減するため、親会社である株式会社

ジー・テイストへ自社所有固定資産の売却を予定してお

り、上記の店舗譲渡代金とともに資金の効率化を図ってま

いります。

　従いまして、財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、上記のような重要な疑義の影響を財務諸表に反映し

ておりません。

　当社は、当事業年度において当期純利益77,026千円を計上

しましたが、第32期事業年度より営業損失およびマイナス

の営業キャッシュ・フローが続いております。当該状況に

より、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。

　当社は、当該状況を改善するため、引き続きグループ内に

よる支援を受け、業務改善に取り組んでおります。

　当事業年度においては、静岡・関東エリアグループ内の優

良企業である、クラージュ株式会社、株式会社ダイニング企

画の２社と、平成19年４月１日、平成19年５月１日に相次い

で合併し、遠隔地であった西日本、近畿及び北信越エリアの

45店舗をグループの該当エリア担当会社に譲渡することに

より、経営資源を集中させ、「効率的な」経営に邁進できる

体制作りをしました。

　既存店におきましては、上半期に36店舗の店舗リニューア

ル及び業績不振店店舗の業態変更によるブラッシュアップ

を行い、下期からの業績改善を図ることができました。

　また、金利負担を軽減するため、グループ会社である株式

会社ジー・テイストへ自社所有固定資産の売却を行い、上

記の店舗譲渡代金とともに資金の効率化を図りました。

　また、今後についても、既存店舗のブラッシュアップ　

を中心に個店収益力の向上に加え、更なるコストの見直し

を行い、業績改善に努めてまいります。

　従いまして、財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、上記のような重要な疑義の影響を財務諸表に反映し

ておりません。
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重要な会計方針

項目

第36期

（自　平成19年１月１日

　　至　平成19年３月31日）

第37期

（自　平成19年４月１日

　　至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

　　評価方法

①　子会社株式

　　移動平均法による原価法

①　

　　　　───────────

　 ②　その他有価証券 ②　その他有価証券

　
　　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　　時価のないもの

　　　　　　　　同左

２.デリバティブ取引の

　 評価基準及び評価方法
　       ─────────── 　　時価法によっております。

３．たな卸資産の評価基準及

　　び評価方法

　　商品、原材料及び貯蔵品

　　最終仕入原価法による原価法

　　商品、原材料及び貯蔵品

　　　　　　　　同左

４．固定資産の減価償却の方

　　法

①　有形固定資産

　　定率法を採用しております。

　　ただし、平成10年４月１日以降に取得

　した建物（建物附属設備を除く）につき

　ましては、定額法を採用しております。

①　有形固定資産

　　定率法を採用しております。

　　ただし、平成10年４月１日以降に取得

　した建物（建物附属設備を除く）につき

　ましては、定額法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下の通りであ

　ります。

　　建物　　２年～45年

　　その他　２年～35年

（会計方針の変更）

　　当社は、法人税法の改正に伴い、当事

　業年度より、平成19年４月１日以降に取

　得の有形固定資産については、改正後の

　法人税法に基づく減価償却方法に変更し

　ております。

　　これにより営業損失及び経常損失は

　20,837千円増加しており、税引前当期純　

　損失は同額減少しております。

（追加情報）

　　法人税法改正に伴い、平成19年３月31

　日以前に取得した資産については、改正

　前の法人税法に基づく減価償却の方法の

　適用により取得価額の５％に到達した事

　業年度の翌事業年度より、取得価額の

　５％相当額と備忘価額との差異を５年間

　にわたり均等償却し、減価償却費に含め

　て計上しております。　

　　これにより営業損失及び経常損失は

　1,081千円増加しており、税引前当期純

　損失は同額減少しております。

　

②　無形固定資産

　　定額法を採用しております。

　　なお、自社利用のソフトウェアについ

　ては、社内における見込利用可能期間

　（５年）に基づく定額法を採用しており

　ます。

②　無形固定資産

　　　　　　　　同左
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項目

第36期

（自　平成19年１月１日

　　至　平成19年３月31日）

第37期

（自　平成19年４月１日

　　至　平成20年３月31日）

５．引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるた

　め、一般債権については貸倒実績率によ

　り、貸倒懸念債権等特定の債権について

　は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

　見込額を計上することとしております。

①　貸倒引当金

　　　　　　　　同左

　

②　賞与引当金

　　従業員の賞与支給に備えるため、当事

　業年度に負担すべき額を計上することと

　しておりますが、業績連動型賞与を導入

　しており、当事業年度においては賞与引

　当金は計上しておりません。

②　賞与引当金

　　　　　　　　同左

　

③　閉店損失引当金

　　店舗閉店に伴い発生する損失に備える

　ため、合理的に見込まれる閉店関連損失

　見込額を計上しております。

③　閉店損失引当金

　　　　　　　　同左

　

④　株主優待引当金

　　将来の株主優待券の利用による売上値

　引の発生に備えるため、株主優待券の利

　用実績率に基づいて、当事業年度以降に

　発生すると見込まれる額を計上しており

　ます。

④　株主優待引当金

　　　　　　　　同左

　

⑤　関係会社損失引当金

　　子会社に係る損失に備えるため、子会

　社の財政状態を勘案し、発生が見込まれ

　る額を計上しております。

 

───────────

　

⑥　債務保証損失引当金

　　債務保証に係る損失に備えるため、被

　保証者の財政状態等を勘案し、損失負担

　見込み額を計上しております。

(追加情報)

　　従来、子会社に係る損失に備えるた

　め、子会社の財政状態を勘案して、発生

　が見込まれる額を関係会社損失引当金と

　して計上しておりましたが、平成19年３

　月30日に子会社であった関原酒造株式会

　社の株式を株式会社ジー・コミュニケー

　ションに譲渡したことにより、関係会社

　に該当しなくなったことから当事業年度

　より当社の関原酒造株式会社に対する債

　務保証について債務保証損失引当金を計

　上することといたしました。

⑥　債務保証損失引当金

　　　　　　　　同左

 

 

   　　 ───────────
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項目

第36期

（自　平成19年１月１日

　　至　平成19年３月31日）

第37期

（自　平成19年４月１日

　　至　平成20年３月31日）

６．リース取引の処理方法 　　リース物件の所有権が借主に移転する

　と認められるもの以外のファイナンス・

　リース取引につきましては、通常の賃貸

　借取引に係る方法に準じた会計処理によ

　っております。

　　　　　　　　同左

７．キャッシュ・フロー計算

　　書における資金の範囲

─────────── 　　手許現金、随時引き出し可能な預金及

　び容易に換金可能であり、かつ、価値の

　変動について僅少なリスクしか負わない

　取得日から３ヶ月以内に満期日の到来す

　る短期投資からなっております。

８．その他財務諸表作成のた

　　めの基本となる重要な事

　　項

　　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は

　　税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理方法

　　　　　　　　同左
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重要な会計方針の変更

第36期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

第37期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

「企業結合に係る会計基準」及び「事業分離等に関する

会計基準」

　当事業年度から「企業結合に係る会計基準」(企業会

計審査会　平成15年10月31日)及び「事業分離等に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月27日

企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委

員会　平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10号)

を適用しております。これによる影響額はありません。

　　従来、不動産賃貸収入と不動産賃貸原価を相殺した上で

賃借料として処理しておりましたが、当事業年度より、

親会社である株式会社ジー・コミュニケーションの会

計方針との整合を図るために不動産賃貸収入及び不動

産賃貸原価を区分掲記しております。

　これによる損益に与える影響はありません。 

表示方法の変更

第36期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

第37期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　(貸借対照表関係) 

　　前事業年度まで流動資産「その他」に含めて表示し

　ておりました「未収入金」(前事業年度44,309千円)及

  び流動負債「その他」に含めて表示しておりました

　「リース資産減損勘定」(前事業年度49,730千円)に関

　しまして、当事業年度より重要性が増した為に区分掲

　記しております。

 　　　　　　　　───────────

追加情報

第36期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

第37期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　　 前事業年度まで関係会社でありました関原酒造株式

　会社は、当事業年度中に株式譲渡を行ったために、関

　係会社に該当しなくなりました。従いまして、当該会

　社に対する貸付金は、前事業年度まで「関係会社貸付

　金」として表示しておりましたが、当事業年度より

 「長期貸付金」として表示しております。

───────────
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注記事項

（貸借対照表関係）

第36期
（平成19年３月31日）

第37期
（平成20年３月31日）

─────────── ※１．関係会社に係る注記

　　　区分掲記されているもの以外で各科目に含まれて

　　いる関係会社に対する主なものは次のとおりであり

　　ます。

（資産の部）

　敷金保証金　　　　　　　　　　　　　67,441千円

（負債の部）

　未払金　　　　　　　　　　　　　　 178,518千円
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（損益計算書関係）

第36期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

第37期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な項目及び金額は次

のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費の主要な項目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 446,286千円

役員報酬 7,964千円

水道光熱費 100,750千円

賃借料 263,515千円

減価償却費 25,741千円

退職給付費用 15,866千円

給料手当 　987,470千円

雑給 1,356,868千円

役員報酬 　40,751千円

水道光熱費 　481,729千円

消耗品費 301,497千円

賃借料 　1,392,008千円

減価償却費 　260,499千円

退職給付費用 　10,112千円

貸倒引当金額 7,015千円

　販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は概ね次のとおりであります。

　販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は概ね次のとおりであります。

販売費に属する費用 約82.8％

一般管理費に属する費用 約17.2％

販売費に属する費用 約87.7％

一般管理費に属する費用 約12.3％

※２．　　　　

 ───────────

※２．固定資産売却益

　　　固定資産売却益は、関係関係会社の株式会社ジー・テ

イストに対する借入金返済のために、同社に対して、

当社事務所及び店舗不動産を売却したことにより生

じた損益であり、売却益と売却損を相殺して表示して

おります。

　なお、売却益の内訳は、建物売却益 50,986千円、構築

物売却損 1,347千円、土地売却損 16,850千円でありま

す。

※３．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。

※３．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。

用途 種類 場所
減損損失
（千円）

事業用資産
（店舗）

建物等
東京都墨田
区他16件 226,144

遊休資産
土地・建物
等

静岡県榛原
郡吉田町他　
１件

2,907

計 　 　 229,051

用途 種類 場所
減損損失
（千円）

事業用資産
（店舗）

建物等
東京都豊島
区他１件

20,800

計 　 　 20,800
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第36期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

第37期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して店舗毎に資産のグルーピングを行っております。

店舗の営業損益が継続してマイナス、又は資産の市場

価格が帳簿価額より著しく下落している資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（229,051千円）として特別損失に計上し

ております。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は主として

正味売却価額により測定しており、将来キャッシュ・

フロー見積額を5.0％で割り引いて算定しております。

※４．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

　 　ております。

関係会社への借入利息支払 9,822千円

 ※５．

  　　　　　　　───────────

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して店舗毎に資産のグルーピングを行っております。

店舗の営業損益が継続してマイナス、又は資産の市場

価格が帳簿価額より著しく下落している資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（20,800千円）として特別損失に計上して

おります。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は主として

正味売却価額により測定しており、将来キャッシュ・

フロー見積額を5.0％で割り引いて算定しております。

※４．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

　 　ております。　

関係会社への借入利息支払 　34,649千円

関係会社からの不動産賃貸

収入

関係会社との取引による固定

資産売却益　

33,720千円

　

　　  　32,788千円

 ※５．固定資産除却損

　　　 固定資産除却損は建物6,818千円です。　 
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（株主資本等変動計算書関係）

第36期（自平成19年１月１日　至平成19年３月31日）

自己株式の数に関する事項

株式の種類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 14,938株 485株 0株 15,423株

Ａ種後配株式 500株 65,000株 0株 65,500株

　　　（注）１．普通株式における自己株式数の増加は、すべて単元未満株式の買取りによる増加分であります。

　　２．Ａ種後配株式における自己株式数の増加は、すべて普通株式への転換請求により買い取りを行ったも

　　のであります。

　　　第37期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

(１)発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
前事業年度末の株式
数

当事業年度増加株式
数

当事業年度減少株式
数

当事業年度末の株式
数

普通株式 6,926,513株 6,700,933株 0株 13,627,446株

Ａ種後配株式 4,445,000株 0株 　0株 4,445,000株

（注）普通株式の総数の増加6,700,933株は、下記によるものです。    

　　　　　　１．平成19年４月１日のクラージュ株式会社との合併による新株発行82,000株

            ２．平成19年５月１日の株式会社ダイニング企画との合併による新株発行6,612,000株

 　　　　   ３．平成18年３月24日開催の株主総会の承認に基づき、同年４月28日に発行した新株予約権の行使5,000株

４．株式会社ジー・テイストが所有していたA株後配株式1,000株を普通株式1,933株に転換

(２)自己株式の数に関する事項

株式の種類
前事業年度末の株式
数

当事業年度増加株式
数

当事業年度減少株式
数

当事業年度末の株式
数

普通株式 15,423株 　2,074株 　0株 　17,497株

Ａ種後配株式 　65,500株 　1,000株 　0株 　66,500株

（注）１．普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

２．Ａ種後配株式につきましては、普通株式への転換請求があり、受け取りましたＡ種株式を自己株式とい

たしました。

　(３)新株予約権に関する事項

発行日 目的となる株式の種類 目的となる株式の数

平成18年４月28日　 　普通株式 10,000株　

　合　　　　計 　10,000株

(４)配当に関する事項

該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

第37期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日）

現金及び預金勘定 　92,692千円

現金及び現金同等物 　92,692千円

 ※２．合併により増加した資産及び負債の主な内訳

 　　当事業年度に合併したクラージュ株式会社より引き

継いだ資産及び負債の主な内訳は次のとおりであり

ます。また、合併により増加したその他資本剰余金は

37,328千円であります。 

流動資産

固定資産

63,631千円

26,547千円

資産　合計 90,178千円

流動負債

固定負債

　19,471千円

33,378千円

負債　合計 52,850千円

  当事業年度に合併した株式会社ダイニング企画より

引き継いだ資産及び負債の主な内訳は次のとおりで

あります。また、合併により増加したその他資本剰余

金は782,427千円であります。

流動資産

固定資産

565,199千円

1,731,726千円

資産　合計 2,296,925千円

流動負債

固定負債

　507,569千円

1,006,929千円

負債　合計 1,514,498千円

 ※３．事業譲受により増加した資産及び負債の主な内訳

      株式会社Ｔパートナーより外食９店舗及び４業態本

      部の譲受をいたしました。この譲受により増加した

      資産及び負債の内訳は次のとおりであります。

流動資産

固定資産

流動負債

固定負債

負ののれん

49,766千円

207,610千円

△150,286千円

△31,895千円

 △75,194千円

事業の譲受の対価

現金及び現金同等物

　－千円

△4,078千円

差引：事業の譲受のための支出 △4,078千円

      株式会社スィートスタイルより外食２店舗の譲受を

      いたしました。この譲受により増加した資産及び負

      債の内訳は次のとおりであります。

流動資産

固定資産

1,948千円

67,802千円

事業の譲受の対価

現金及び現金同等物

　69,751千円

－千円

差引：事業の譲受のための支出 69,751千円
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第37期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ※４．事業譲渡により減少した資産及び負債の主な内訳

      株式会社ハーシーズへ外食７店舗を譲渡いたしまし

      た。この譲渡により減少した資産及び負債の内訳は

      次のとおりであります。

流動資産

固定資産

閉店損失引当金

3,570千円

188,452千円

 △30,460千円

事業の譲渡の対価

現金及び現金同等物

　161,562千円

△1,447千円

差引：事業の譲渡による収入 160,114千円

      株式会社ジー・テイストへ外食15店舗を譲渡いたし

　　　ました。この譲渡により減少した資産及び負債の内

　　　訳は次のとおりであります。

流動資産

固定資産

閉店損失引当金

8,028千円

439,070千円

 △111,542千円

事業の譲渡の対価

現金及び現金同等物

　335,556千円

△2,118千円

差引：事業の譲渡による収入 333,437千円

      株式会社ジー・ネットワークスへ外食23店舗を譲渡

　　　いたしました。この譲渡により減少した資産及び負

　　　債の内訳は次のとおりであります。

流動資産

固定資産

閉店損失引当金

7,197千円

560,310千円

 △3,929千円

事業の譲渡の対価

現金及び現金同等物

　563,578千円

0千円

差引：事業の譲渡による収入 563,578千円

      株式会社ジー・エデュケーションへ学習塾６店舗を

      譲渡いたしました。この譲渡により減少した資産及

      び負債の内訳は次のとおりであります。

流動資産

固定資産

閉店損失引当金

2,417千円

3,298千円

 △1,165千円

事業の譲渡の対価

現金及び現金同等物

　4,550千円

△671千円

差引：事業の譲渡による収入 3,878千円

 （注）前事業年度は、連結財務諸表における注記事項として記載していたため、当事業年度に係る注記事項のみ記載し

　　　 ております。
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（リース取引関係）

第36期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

第37期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側） （借主側）

(１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

 　当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

　 当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

取得価額

相当額

（千円）

減価償却累

計額相当額

（千円）

減損損失累

計額相当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

建物 129,732 67,702 48,925 13,104

器具備品 418,048 276,971 116,821 24,255

合計 547,780 344,674 165,746 37,359

　

取得価額

相当額

（千円）

減価償却累

計額相当額

（千円）

減損損失累

計額相当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

建物 112,453 52,536 42,879 17,038

器具備品 434,108 266,662 93,166 74,279

合計 546,562 319,198 136,046 91,318

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

同左

(２）未経過リース料期末残高相当額 (２）未経過リース料期末残高相当額

一年以内 63,261千円

一年超 65,473千円

合計 128,735千円

一年以内 　60,521千円

一年超 　75,365千円

合計 　135,886千円

　リース資産減損勘定残高　　　　　　　91,375千円 　　　リース資産減損勘定残高　　　　　　44,568千円

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

同左

(３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

(３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料 19,122千円

リース資産減損勘定の取崩額 13,714千円

減価償却費相当額 19,122千円

支払リース料 　79,550千円

リース資産減損勘定の取崩額 　34,083千円

減価償却費相当額 　79,550千円

減損損失の金額 －　

(４）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

(４）減価償却費相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

（借主側） （借主側）

未経過リース料 未経過リース料

一年以内 96,422千円

一年超     752,687千円

合計 849,110千円

一年以内 　34,014千円

一年超 　181,629千円

合計 　215,643千円
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（有価証券関係）

第36期（平成19年３月31日現在）

該当事項はありません。

第37期（平成20年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 　 該当事項はありません。

　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　
第37期（平成20年３月31日）

貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 0

 　前事業年度は、有価証券関係（子会社株式及び関連会社で時価のあるものを除く）について、連結財務諸表における

 注記事項として記載していたため、当事業年度に係る注記事項のみを記載しております。

 

（デリバティブ取引関係）

  第36期（平成19年３月31日現在）

    該当事項はありません。

第37期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 　１．取引の状況に関する事項

　　　（１）取引の内容

　　　　　　利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では通貨オプション取引であります。

　　　（２）取引に対する取組方針

　　　　　　デリバティブ取引は、実需に伴う取引に限定し、投機的な取引は一切行わない方針であります。

　　　（３）取引の利用目的

　　　　　　デリバティブ取引は、輸入仕入債権の為替リスクヘッジを目的とした通貨オプション取引を実施しており

　　　　　　ます。

　　　（４）取引にかかわるリスクの内容

　　　　　　将来の為替変動に伴う市場価格変動リスクを有しておりますが、実需に伴う取引の範囲内に限定した通貨

　　　　　　オプション取引の締結により、リスクはヘッジされているものと判断しております。

　　　（５）取引に係るリスク管理体制

　　　　　　定期的に通貨オプション取引の契約状況を、経営会議に報告しております。

　　　（６）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　　　取引の時価等に関する事項についての契約額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を

　　　　　　示すものではありません。

　 ２．取引の時価に関する事項

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨 為替予約取引 30,600 35,323 4,785

通貨 オプション取引 1,450,209 △59,074 △59,074

合計 1,480,809 △23,751 △54,289

 （注）時価の算定方法は、取引金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　　当社は、確定拠出年金制度を採用しております。また、総合設立型の厚生年金基金（外食産業ジェフ厚生年金基金）

  に加入しておりましたが、平成19年10月30日にて脱退いたしました。

　　総合設立型の厚生年金基金については、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないた

　め、退職給付に係る会計基準（企業会計審議会　平成10年６月16日）注解12（複数事業主制度の企業年金について）

　により、年金基金への掛金拠出額を退職給付費用として処理しております。

　　なお、同基金の年金資産残高のうち、掛金拠出額割合に基づく平成20年３月31日現在の当社の年金資産残高はありま

　せん。

２．退職給付費用に関する事項

　
第37期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

退職給付費用（①+②）（千円）
　

　
10,112 　

①総合設立型厚生年金基金への掛金拠出額

（注）（千円）
　 5,332 　

②確定拠出年金への掛金拠出額（千円） 　 4,780 　

（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。また、総合設立型の厚生年金基金（外食産業ジェフ厚生

　　　年金基金）に加入しておりましたが、平成19年10月30日にて脱退いたしました。
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（ストックオプション関係）

（１）ストック・オプションの内容

第36期（自平成19年１月１日　至平成19年３月31日） 

当事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年３月31日）において存在したストック・オプションは、以下のとおりで

あります。

　
第１回新株予約権 摘要

付与対象者の区分及び人数  取締役４名、執行役員４名 －

株式の種類別のストック・オプ

ションの数
 普通株式　320,000株 （注）１

付与日  平成18年４月28日 －

権利確定条件 ・当社を退職したときに限り、新株予約権を行使することができ

　る。ただし、この場合、新株予約権者は、当社を退職した日の翌

　日から10日を経過する日までの間に限り、付与された新株予約権

　を一度に全て行使しなければならない。 

・各新株予約権1個当たりの一部行使はできない。 

・新株予約権者は、新株予約権を質入れ、その他一切の処分をする

　ことができない。 

・新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人のうち、新

　株予約権者の配偶者、子、一親等の直系尊属に限り新株予約権を

　行使することができる。ただし、相続人は、当該役員が死亡退任

　した翌日から３ヶ月を経過するまでの間に限り、新株予約権を行

　使できる。 

（注）２

対象勤務期間   対象勤務期間の定めはありません －

権利行使期間 　平成18年４月28日から平成28年３月31日まで －

公正な評価額（付与日） － （注）３

（注）１．株式数に換算して記載しております。

　　　　２．その他の条件については、当社と新株予約権付与者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めて

　　　　　　おります。

３．会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、計算書類への影響はありません。
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第37期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）  

  当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）において存在したストック・オプションは、以下のとおりで

あります。

　
第１回新株予約権 摘要

付与対象者の区分及び人数  取締役４名、執行役員４名 －

株式の種類別のストック・オプ

ションの数
 普通株式　320,000株 （注）１

付与日  平成18年４月28日 －

権利確定条件 ・当社を退職したときに限り、新株予約権を行使することができ

　る。ただし、この場合、新株予約権者は、当社を退職した日の翌

　日から10日を経過する日までの間に限り、付与された新株予約権

　を一度に全て行使しなければならない。 

・各新株予約権1個当たりの一部行使はできない。 

・新株予約権者は、新株予約権を質入れ、その他一切の処分をする

　ことができない。 

・新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人のうち、新

　株予約権者の配偶者、子、一親等の直系尊属に限り新株予約権を

　行使することができる。ただし、相続人は、当該役員が死亡退任

　した翌日から３ヶ月を経過するまでの間に限り、新株予約権を行

　使できる。 

（注）２

対象勤務期間   対象勤務期間の定めはありません －

権利行使期間 　平成18年４月28日から平成28年３月31日まで －

公正な評価額（付与日） － （注）３

　（注）１．株式数に換算して記載しております。

　      ２．その他の条件については、当社と新株予約権付与者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めて

            おります。

　      ３．会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、計算書類への影響はありません。

　

（２）ストック・オプションの規模およびその変動状況

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については株式数に換算し

て記載しております。

①　数量情報

　　　権利確定前

　　　　前事業年度末　　　　　  　　　0株

　　　　付与　　　　　　　　　　　　  0株

　　　　失効　　　　　　　 　　　  　 0株

　　　　権利確定　　　　　　 　   5,000株

　　　　未確定残　　　　　　　   10,000株

　　　権利確定後

　　　　前事業年度末　　　　　        0株

　　　　権利確定　　　　　　    305,000株

　　　　権利行使　　　　　　 　　 5,000株

　　　　失効　　　　　　　 　　　  　 0株

　　　　未行使残　　　　　　　   　　 0株

②　単価情報

　　　　権利行使価格　　　　 １株につき 1円

　　　　行使時平均株価　　　　　　 　 310円
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（税効果会計関係）

　

第36期

（平成19年３月31日）

第37期

（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

　繰延税金資産 　 (千円) 　 　繰延税金資産 　 (千円) 　

　　貸倒引当金 　 51,638 　 　　貸倒引当金 　 3,276 　

　　減価償却費 　 2,270 　 　　減価償却費 　 637 　

　　債務保証損失引当金 　 138,946 　 　　債務保証損失引当金 　 31,135 　

　　株主優待引当金 　 11,546 　 　　株主優待引当金 　 10,113 　

　　閉店損失引当金 　 91,103 　 　　閉店損失引当金 　 10,650 　

　　繰越欠損金 　 2,012,749 　 　　繰越欠損金 　 2,888,914 　

　　減損損失 　 1,128,026 　 　　減損損失 　 599,207 　

　　その他 　 2,336 　 　　その他 　 9,127 　

　繰延税金資産小計 　 3,438,618 　 　繰延税金資産小計 　 3,553,063 　

　　評価性引当額 　 △3,438,618 　 　　評価性引当額 　 △3,553,063 　

　繰延税金資産合計 　 － 　 　繰延税金資産合計 　 － 　

　繰延税金資産の純額 　 － 　 　繰延税金資産の純額 　 － 　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

　との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因となっ

　た主要な項目別の内訳　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

　との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因となっ

　た主要な項目別の内訳

　 　

（％）

　

　(注)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

　　との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため

　　記載を省略しております。

　　法定実効税率 　 40.7 　  

　　　(調整) 　 　 　 　 　 　 　

　　住民税均等割 　 △2 　 　 　 　 　

　　交際費等永久に損金に算

　　入されない項目
　 △0.4 　 　 　 　 　

　　評価性引当額 　 △40.7 　 　 　 　 　

　　その他 　 0.8 　 　 　 　 　

　　税効果会計適用後の法人

　　税等の負担率
　 △1.6 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　

（持分法損益等）

       該当事項はありません。

（企業結合等関係）

 　前事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年３月31日）　

 　　　該当事項はありません。

 　当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）　

 [共通支配下の取引関係]

 　（１）平成19年４月１日を期日としてジー・コミュニケーショングループのクラージュ株式会社を吸収合併致しまし　

　　 　た。 

 　　①　結合当事企業の名称及び事業内容

　　　　 名　　称　　クラージュ株式会社

　　　　 事業内容　　外食事業、教育事業の運営

　 　②　企業結合の法的形式

　     　当社を存続会社とする吸収合併方式

　 　③　結合後企業の名称

　　     株式会社グローバルアクト

　　 ④　取引の目的を含む取引の概要

　　     グループとして静岡エリアにおいて外食部門を展開する両社が、一層の効率化及び経営資源の有効活用するこ

　　     とを目的としております。尚、合併によりクラージュ株式会社は解散しております。

　 　⑤　実施した会計処理の概要
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　　   「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会　平成15年10月31日)及び「企業結合会計及び事業分離等会計基準　

　　   に関する適用指針」(企業会計基準委員会　平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10号)に基づき、共通支

　　   配下の取引として会計処理を適用いたします。　　　

   （２）ジー・コミュニケーショングループの株式会社ダイニング企画と平成19年５月１日に吸収合併いたしました。

     ①　結合当事企業の名称及び事業内容

　　     名　　称　　株式会社ダイニング企画

　　     事業内容　　外食事業の運営

     ②　企業結合の法的形式

　     　当社を存続会社とする吸収合併方式

     ③　結合後企業の名称

　　     株式会社グローバルアクト

     ④　取引の目的を含む取引の概要

     　　株式会社ダイニング企画は、グループにおいて関東エリアの飲食部門業態(39店舗)の運営をおこなっており、

     　　グループとして関東エリアにおいて外食部門を展開する両社が、一層の経営の効率化及び経営資源の有効活用

　     　することを目的としております。尚、合併により株式会社ダイニング企画は解散しております。

     ⑤　実施した会計処理の概要

　    　「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会　平成15年10月31日)及び「企業結合会計及び事業分離等会計基

　     　準に関する適用指針」(企業会計基準委員会　平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10号)に基づき、共

     　　通支配下の取引として会計処理を適用いたします。 　

    (３)平成19年12月１日を期日としてジー・コミュニケーショングループの株式会社Ｔパートナーより外食９店舗及

　　　び外食４業態本部を事業譲受致しました。 

     ①　結合当事企業の名称及び事業内容

　    　ａ)事業を譲渡する企業の名称　　

          株式会社Ｔパートナー

　　    ｂ)譲受する事業の内容　　

          外食店舗９店舗及び外食４業態本部

     ②　取引の目的を含む取引の概要

　     　当社の親会社である株式会社ジー・コミュニケーションがＭ＆Ａにより株式会社東京タスコの分割会社である

 　　　　株式会社Ｔパートナーの株式を取得することに伴い、株式会社Ｔパートナーが所有する関東エリアにおける外

　　 　　食９店舗及び外食４業態本部を、同じく東京エリアにおいて外食部門を展開する当社が事業譲受いたしまし

　　　　 た。当該取引は、当社のノウハウを譲渡９店舗で活用することによるシナジー効果の発生が当社の付加価値・

　　　　 ブランド力をより一層高めるものであると判断したために行ったものであります。

     ③　実施した会計の概要

　    　「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会　平成15年10月31日)及び「企業結合会計及び事業分離等会計基

　     　準に関する適用指針」(企業会計基準委員会　平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10号)に基づき、共

     　　通支配下の取引として会計処理を適用いたします。 

EDINET提出書類

株式会社グローバルアクト(E03237)

有価証券報告書

 86/106



【関連当事者との取引に関する注記】

 　　　 第36期（自平成19年１月１日　至平成19年３月31日）

　　　　　前事業年度は、連結財務諸表における注記事項として記載していたため、当事業年度に係る注記事項のみ記

          載しております。

第37期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

（１）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等

の名称
住所

資本金

（千円）

事業の

内容

議決権

等の所

有（被

所有）

割合

関係内容

取引の

内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）役員の

兼任等

事業上

の

関係

親会社

株式会

社

ジー・

コミュ

ニケー

ション

愛知県

名古屋

市北区

3,698,885

グルー

プホー

ルディ

ングス

直接

37.3％

間接所

有割合

34.7％

兼任２

名

外食事

業に関

する業

務提携

資金の借

入

（注）１

1,327,173

関係会社

短期借入

金　

305,000

　関係会社

長期借入

金

1,022,173

借入金利

息の支払
9,210 － －

建物付属

の購入他

（注）２

1,019,452 未払金 174,526

店舗の賃

貸（注）

２

67,411
敷金・保

証金
67,411

 （注）取引条件及び取引条件の決定方針等

       １. 借入につきましては、一般の金融機関取引・市場金利を勘案して交渉の上、決定しております。

　２．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上決定しております。

属性
会社等の

名称
住所

資本金

（千円）

事業の内

容

議決権等

の所有

（被所

有）割合

関係内容

取引の

内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）
役員の

兼任等

事業上の

関係

その他の

関係会社

株式会社

ジー・テ

イスト

宮城県

仙台市

若林区

897,128
飲食店の

経営

直接

34.7％
なし

外食事業に

関する業務

提携

借入の返

済

 （注）１

借入金利

息の支払

1,181,024

関係会社

長期借入

金

621,810

25,438 － －

家賃等の

受取

（注）２

33,720 － －

不動産売

却（譲渡

高）

（注）３

売却益

673,658 － －

32,788 － －

譲渡資産

等（注）

４

閉店損失

引当取崩

譲渡対価

447,098 － －

111,542 － －

335,556 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１. 借入につきましては、一般の金融機関取引・市場金利を勘案して交渉の上、決定しております。
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　　　２. 小樽食堂足利店他全４店舗の転貸に係る賃貸借契約に基づく店舗の家賃を受入れております。また採用費の

          支払い、原材料・光熱費の立替払いがあります。取引条件は一般の取引条件と同等であります。

      ３. 不動産売却につきましては、事務所及び店舗の不動産を売却したものであり、当社の算定した対価に基づき

　　　　　交渉の上、決定しております。

４．事業譲渡につきましては、経営資源を集中させるため、担当エリア会社に店舗等を譲渡したものであり、当　　社

の算出した対価に基づき交渉の上、決定しております。
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（２）兄弟会社等

属性
会社等の名

称
住所

資本金

（千円）

事業の内

容

議決権等

の所有

（被所

有）割合

関係内容

取引の内

容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）役員の

兼任等

事業上の

関係

親会社の

子会社

株式会社ギ

ンガシステ

ムソリュー

ション

東京都中

央区
50,000

ソフト

ウェア開

発・POS

レジに関

する経営

・管理

－ なし

業務運営

における

店舗、オ

フィスの

システ

ム、ネッ

トワーク

維持管理

システム

使用料

（注）１

34,202 未払金 6,757

株式会社

ジー・エ

デュケー

ション

愛知県名

古屋市北

区

100,000

学習塾の

経営・管

理

－ なし

業務運営

における

資金の援

助

借入の返

済

（注）２

借入金利

息の支払

800,000 － －

9,115 － －

株式会社

ジー・ネッ

トワークス

兵庫県神

戸市中央

区

1,715,000

飲食店の

経営・管

理

－ なし

外食事業

に関する

業務提携

譲渡資産

等

（注）３　

閉店損失

引当取崩

譲渡対価

567,508 － －

3,929 － －

563,578 － －

株式会社

ハーシーズ

三重県松

阪市
100,000

飲食店の

経営・管

理

－ なし

外食事業

に関する

業務提携

譲渡資産

等

（注）３

閉店損失

引当取崩

譲渡対価

192,022 － －

30,460 － －

161,562 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１．システム使用料につきましては、市場実勢を勘案して価格交渉の上、決定しております。

２．借入につきましては、一般の金融機関取引・市場金利を勘案して交渉の上、決定しております。　

３．事業譲渡につきましては、経営資源を集中させるため、担当エリアに店舗等を譲渡したものであり、当社の算定

した対価に基づき交渉の上、決定しております。　 　
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（１株当たり情報）

第36期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

第37期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 83円52銭

１株当たり当期純損失 112円00銭

１株当たり純資産額 102円25銭

１株当たり当期純利益 5円90銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載して

おりません。

潜在株式調整後 

 　 １株当たり当期純利益               　 3円61銭

 第36期の普通株式以外の株式に係る１株当たり純資産額（Ａ種後配株式）は33円52銭であります。

 第37期の普通株式以外の株式に係る１株当たり純資産額（Ａ種後配株式）は52円25銭であります。

　

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

第36期

（自　平成19年１月１日

至　平成19年３月31日）

第37期

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

一株当たり当期純利益   

当期純利益又は当期純損失(△)（千円） △771,295 77,026

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） △771,295 77,026

期中平均株式数（株） 6,886,450 13,048,080

　（うち、普通株） － (13,048,080)

　（うち、Ａ種後配株式） － －

   

潜在株式調整後１株当たり当期利益   

当期純利益調整額（千円） － 　　　　　　　　　　　　　－

普通株式増加数（株） － 8,256,736

　（うち、Ａ種後配株式）　 － (8,256,736)

　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

①Ａ種後配株式

潜在株式の数　　　  　　4,379千株

Ａ種後配株式の残高  1,291,952千円

転換価格　　　　　   　　295.00円

　　───────────
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（重要な後発事象）

第36期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

第37期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（重要な後発事象）

１．当社は、平成19年４月１日を期日としてジー・コミュ

ニケーショングループのクラージュ株式会社を吸収

合併致しました。

 

　　①　結合当事企業の名称及び事業内容

　名　　称　　クラージュ株式会社

　事業内容　　外食事業、教育事業の運営

②　企業結合の法的形式

　当社を存続会社とする吸収合併方式

③　結合後企業の名称

　株式会社グローバルアクト

④　取引の目的を含む取引の概要

　グループとして静岡エリアにおいて外食部門を　　

　展開する両社が、一層の効率化及び経営資源の有

効活用することを目的としております。尚、合併に

よりクラージュ株式会社は解散しております。

⑤　実施した会計の概要

　「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会　平

成15年10月31日)及び「企業結合会計及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員

会　平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10

号)に基づき、共通支配下の取引として会計処理を

適用いたします。　　　

（重要な後発事象）

１．当社は、平成20年４月１日を期日としてジー・コミュ

ニケーショングループのジーコムプロデュース株式

会社より外食店舗２店舗を営業譲受致しました。 

　　(１)　結合当事企業の名称及び事業内容

 ①　営業を譲渡する企業の名称　　

　 ジーコムプロデュース株式会社

 ②　営業譲渡する事業の内容　　

　 飲食店「高粋舎　東京品川五反田店」及び

   「 アモール・デ・ガウディ　六本木店」の

　　２店舗

 ③　資産負債の内容

　 現金、原材料、貯蔵品、建物、

　 建物附属設備、工具器具備品、保証金、未払金

 ④　譲渡価格

　 36,158千円（税別）

 (２)　取引の目的を含む取引の概要

　　ジー・コミュニケーショングループとして東

　京エリアにおいて外食部門を展開するジーコム

  プロデュース株式会社が解散することに伴い、

  同じく東京エリアにおいて外食部門を展開する

  当社に対し、所有２店舗を営業譲渡することに

  なります。当該取引は、当社のノウハウを譲渡

  ２店舗で活用することによるシナジー効果の発

  生が当社の付加価値・ブランド力をより一層高

  めるものであると判断したために行ったもので

  あります。

 (３)　実施した会計の概要

　　「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会

  平成15年10月31日)及び「企業結合会計及び事業

  分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基

  準委員会　平成18年12月22日　企業会計準適用

  指針第10号)に基づき、共通支配下の取引として

  会計処理を適用いたします。
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第36期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

第37期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

②　取引の概要

  イ．目的

クラージュ株式会社は、株式会社ジー・コミュニ

ケーションの約90％子会社として静岡地区におい

て、ジー・コミュニケーショングループ内における

塾部門業態の６店舗、飲食部門業態の２店舗の運営

をおこなっております。

共にジー・コミュニケーショングループの会社と

し静岡エリアにおいて展開する両社は、既に互いの

経営理念・経営管理手法を熟知しており、一般的な

合併による企業文化の違いによる摩擦を懸念する

ことなく、本合併により経営の効率化及び経営資源

の有効活用が可能となるものと想定されます。

また、ジー・コミュニケーショングループ内におい

て外食部門静岡エリアを統括する会社としての位

置づけが明確となることにより、ジー・コミュニ

ケーショングループ外食各社が有する業態全てを

同エリアにおいて直営店として出店することが可

能となることに加え、既にジー・コミュニケーショ

ングループ外食各社においてＦＣ全国展開をして

いる「高粋舎」「小樽食堂」「とりあえず吾平」

「キャッツカフェ」等の有力な業態のＦＣエリア

本部として同エリアにおいてＦＣ事業を展開する

ことが同時に可能となり、当社の事業機会の拡大に

大きく寄与するものと考えられます。

２. 当社は、平成20年５月27日開催の取締役会において、

ジー・コミュニケーショングループの株式会社ジー

・テイストに対して北関東エリアの外食店舗４店舗

の事業譲渡を決議し、平成20年６月１日をもって譲

渡いたしました。

(１)分離先企業の名称及び事業内容並びに取引の概要

①譲渡する相手会社の名称

　株式会社ジー・テイスト

②譲渡する事業の内容

　飲食店「小樽食堂　群馬桐生店」、「小樽食堂

　茨城つくば店」、「ちゃんこ江戸沢　栃木宇都

　宮店」、「ちゃんこ江戸沢　茨城結城店」の４

　店舗

③資産負債の内容

　建物、建物附属設備、構築物、工具器具備品、　

　保証金、敷金、前払費用

④譲渡価額

　191,663千円（税別)

　(２)取引の目的

　　　ジー・コミュニケーショングループとして東北・

      北陸エリアにおいて外食部門を展開する株式会社ジ

　　　ー・テイストと、関東・静岡エリアにおいて外食部

　　　門を展開する当社との間で、北関東エリアの店舗展

　　　開が一部競合した状態になっておりましたので、グ

　　　ループ内担当エリアの整理を行う為に、当該店舗４

　　　店舗を事業譲渡することになりました。当該取引に

　　　より、一層の経営効率化及び経営資源の集中が可能

　　　となると判断し行ったものであります。　

　

　ロ．企業結合後の法的形式、結合後企業の名称

①　結合当事企業の名称及び事業内容

　　名　　称　　クラージュ株式会社

　　事業内容　　外食事業、教育事業の運営

②　企業結合の法的形式

　　当社を存続会社とする吸収合併方式

③　結合後企業の名称

　　株式会社グローバルアクト

④　取引の目的を含む取引の概要

グループとして静岡エリアにおいて外食部門　　　を

展開する両社が、一層の効率化及び経営資源の有効

活用することを目的としております。尚、合併によ

りクラージュ株式会社は解散しております。

⑤　実施した会計の概要

「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会　平

成15年10月31日)及び「企業結合会計及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員

会　平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10

号)に基づき、共通支配下の取引として会計処理を

適用いたします。
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第36期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

第37期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

２．当社は、ジー・コミュニケーショングループの株式会

社ダイニング企画と平成19年５月１日に合併いたし

ました。

　

　　①　結合当事企業の名称及び事業内容

　　名　　称　　株式会社ダイニング企画

　　事業内容　　外食事業の運営

②　企業結合の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併方式

③　結合後企業の名称

株式会社グローバルアクト

④　取引の目的を含む取引の概要

株式会社ダイニング企画は、グループにおいて関東

エリアの飲食部門業態(39店舗)の運営をおこなって

おり、グループとして関東エリアにおいて外食部門

を展開する両社が、一層の経営の効率化及び経営資

源の有効活用することを目的としております。尚、

合併により株式会社ダイニング企画は解散してお

ります。

⑤　実施した会計の概要

「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会　平

成15年10月31日)及び「企業結合会計及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員

会　平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10

号)に基づき、共通支配下の取引として会計処理を

適用いたします。

　

 ３．当社は、平成19年３月31日開催の取締役会において、

ジー・コミュニケーショングループの株式会社パオ

に対して西日本エリア24店舗の譲渡及び同グループ

の株式会社ハーシーズに対して近畿エリア７店舗の

譲渡を決議し、平成19年４月１日開催の取締役会にお

いて、同グループの株式会社ジー・エデュケーション

に対して塾部門6店舗の譲渡を決議し、いずれも平成

19年４月１日をもって譲渡しました。また、平成19年

４月27日開催の取締役会において、同グループの株式

会社ジー・テイストに対して北信越エリア15店舗の

譲渡を決議し、平成19年５月１日をもって譲渡しまし

た。

イ．分離先企業の名称

①西日本エリア

　株式会社パオ

②近畿エリア

　株式会社ハーシーズ

③塾部門

　株式会社ジー・エデュケーション

④北信越エリア

　株式会社ジー・テイスト
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ロ．分離した事業の内容

①西日本エリア

　香川高松店　広島福山蔵王店　広島福山沖野上店

　岡山倉敷店　岡山今店　岡山青江店　岡山駅前店

　兵庫播磨店　兵庫明石店　兵庫姫路御立店

　兵庫姫路英賀保店　兵庫神戸店　兵庫宝塚店

　大阪和泉店　東大阪東鴻池店　大阪枚方店

　大阪貝塚店　大阪高槻店　東大阪高井田店

　大阪堺北店　大阪堺西店　大阪岸和田店

　大阪八尾店　大阪難波店

　以上、西日本エリアちゃんこ業態24店舗

②近畿エリア

　京都宇治店　京都伏見店　京都亀岡店

　京都西京店　奈良柏木店　奈良葛城店

　奈良橿原店

　以上、近畿エリアちゃんこ業態７店舗

③塾部門

　富士中央校　沼津大岡校　長泉中央通校

　沼津リコー通校　徳倉橋校　沼津香貫校

　以上、塾部門業態の６店舗に係る運営

　

④北信越エリア

　富山本郷店　富山高岡赤祖父店　富山高岡内免店

　石川金沢店　石川野々市店　石川小松店

　福井西方店　福井学園店　福井高木中央店

　福井鯖江店　新潟女池店　新潟燕店　新潟河渡店

　新潟長岡喜多町店　新潟長岡今朝白店

　以上、北信越エリアちゃんこ業態15店舗

ハ．事業分離の理由

ジー・コミュニケーショングループにおける静岡・

関東エリアの外食部門を統括する会社として経営資

源を集中し、より強固な経営基盤の確立が期待できる

ものと判断しました。

ニ．事業分離の概要

①西日本エリア

　譲渡価額　599,176千円

②近畿エリア

　譲渡価額　157,992千円

③塾部門

　譲渡価額　  4,500千円

④北信越エリア

　譲渡価額　329,613千円

　譲渡価額についてはいずれも現金決済によりま

　す。
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（自　平成19年１月１日
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４．当社は、平成19年５月30日開催の取締役会にて下記の

とおり、固定資産の譲渡を決議し、平成19年５月31日

付で譲渡契約を締結しております。

①譲渡理由

有利子負債の返済を行い健全な財務体質への改善を

行うため。

②譲渡先

　株式会社ジー・テイスト

③譲渡内容

所在地　東京都墨田区両国三丁目

 　　土地面積　　219.94㎡

 　　建物面積　　１～５階延べ　765.00㎡

所在地　静岡県浜松市中区西伊場町

 　　土地面積　　1,988.00㎡

 　　建物面積　　１～２階延べ　639.93㎡

所在地　東京都杉並区成田東二丁目

 　　土地面積　　122.32㎡

 　　建物面積　　１～５階延べ　355.17㎡

 　譲渡価額の総額　　707,000千円

④譲渡時期

平成19年５月31日

　

５．平成19年６月29日開催の第36回定時株主総会におい

て資本金、資本準備金の減少に関する決議をいたしま

した。

    ① 目的

当社は、当事業年度までに大幅な繰越損失となりまし

たが、資本準備金の取り崩しと併せて資本金の減少に

よる損失補填を行うことにより、繰越損失を一掃し財

務内容の健全化を図るものであります。

  　② 資本減少の方法

発行済株式総数を減少させず、資本金及び資本準備金

のみを減少する方法によります。

　  ③ 減少する資本金及び資本準備金の額

資本金の額2,796,230千円のうち2,063,146千円を減少

し、減少する資本金の全額を損失の補填に充当いたし

ます。減少後の資本金の金額は733,083千円となりま

す。

　資本準備金の額698,981千円を減少し、その他資本剰

余金の額2,036,783千円とともに損失の補填に充当い

たします。

 　 ④ 日程

債権者異議申述

　　　　最終期日　　　平成19年７月30日（予定）

　　　　効力発生日　　平成19年７月31日（予定）
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券明細表は、有価証券の金額が資産の総額の百分の一以下であるため、記載を省略しております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

期末残高
（千円）

期末減価償却
累計額又は償
却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 4,382,832 2,215,943
2,229,187

　(19,640)
4,369,588 3,023,380 153,010 1,346,208

構築物 590,188 114,165 236,274 468,080 315,900 16,960 152,180

車両運搬具 1,650 218 － 1,868 1,747 52 121

器具備品 570,462 340,396
259,793

　(1,159)
651,065 483,411 69,623 167,653

土地 725,495 68,020 445,297 348,217 － － 348,217

建設仮勘定 26,623 1,135,058 918,694 242,986 － － 242,986

計 6,297,251 3,873,802
4,089,247

　(20,800)
6,081,807 3,824,439 239,648 2,257,367

無形固定資産        

ソフトウェア 36,802 － 2,954 33,847 31,581 1,083 2,265

電話加入権 1,827 6,554 1,308 7,072 － － 7,072

のれん － 106,454 － 106,454 65,005 19,596 41,449

商標権等 2,289 － 309 1,979 1,743 171 236

計 40,919 113,009 4,573 149,354 98,330 20,850 51,024

長期前払費用 68,013 124,767 73,440 119,341 － － 119,341

（注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は、内書きで、当期の減損損失計上額を記載しております。

　　　２．当期増加額及び当期減少額には、合併、営業譲受、営業譲渡、火災による滅失等の事由によるものが以下のと

　　　　　おり含まれております。

（増加額）   （単位：千円）  （減少額）   （単位：千円）

 合併 営業譲受 計   営業譲渡 火災による滅失 計

建物 1,382,832 104,539 1,487,372  建物 1,655,969 16,337 1,672,307

構築物 1,771 3,324 5,095  構築物 224,760 － 224,760

器具備品 251,864 7,479 259,343  器具備品 245,091 4,365 249,457

土地 68,020 － 68,020  電話加入権 232  232

のれん 106,454 － 106,454      

電話加入権 6,335 145 6,481      

長期前払費用 24,584 25,244 49,828      

３．２．で記載した以外の当期増加額のうち、主なものは以下のとおりです。

　　①　店舗の新設（67店舗）によるもの

　　　　建物　　　　　　　　728,571千円

　　　　構築物　　　　　　　109,070千円

　　　　器具備品　　　　　　 81,053千円

　　　　建設仮勘定　　　　　316,152千円

　　②　店舗の新設（９店舗）によるもの

　　　　長期前払費用　　　　 62,531千円

　    ４．２．で記載した以外の当期減少額のうち、主なものは、以下のとおりです。

　　　　　　　①　事務所及び店舗の売却によるもの

　　　　　　　　　建物　　　　　　　　451,954千円

　　　　　　　　　構築物　　　　　　　　8,274千円

　　　　　　　　　土地　　　　　　　　445,297千円

　　　　　　　②　店舗賃借契約に係る更新料等の期間配分によるもの
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　　　　　　　　　長期前払費用　　　　  9,039千円
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【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高

（千円）

当期末残高

（千円）

平均利率

（％）
返済期限

短期借入金 40,000 － － 　

関係会社短期借入金 1,802,835 305,000 2.90 　

１年以内に返済予定の長期借入金 153,614 323,480 1.46 　

関係会社１年以内に返済予定の長期借入金 － 360,523 2.94 　

１年以内に返済予定のリース債務 － 10,937   

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 646,385 377,710 1.67
平成21年５月～

平成24年３月

関係会社長期借入金（１年以内に返済予定のものを除

く）
－ 1,283,460 2.94

平成23年５月～　

平成25年３月　

合計 2,642,835 2,661,112 － 　

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額

は、次のとおりであります。

　
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 222,980 102,380 52,150 200

関係会社長期借入金 360,738 360,958 354,540 207,223

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額（千円）
当期末残高
（千円）

目的使用 その他

貸倒引当金 126,876 12,014 130,840 － 8,050

閉店損失引当金 223,842 6,524 185,964 18,234 26,167

株主優待引当金 28,369 24,849 28,369 － 24,849

債務保証損失引当金 341,392 － － 264,892 76,500

　（注）１.　貸倒引当金の「当期増加額」には、合併に伴う受入額１千円を含んでおります。

　 　　 ２.　閉店損失引当金の「当期減少額(その他）」は、閉店店舗に係る店舗機器途中解約違約金の減額に伴う引当

　　　　　　 金取崩額であります。

　      ３． 債務保証引当金の「当期減少額(その他）」は、保証債務免除に伴う引当金取崩額であります。

　　　　４． 退職給付引当金については、退職給付に関する注記に記載しているため、記載を省略しております。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 47,263

預金  

普通預金 44,726

別段預金 702

小計 45,428

合計 92,692

②売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

トヨタファイナンス株式会社 46,110

株式会社ジェーシービー　 19,371

株式会社ＪＡＬカード　 3,161

シティカードジャパン株式会社　 1,548

ユーシーカード株式会社　 1,331

ビットワレット株式会社　 1,122

　一般売掛金 36,144

合計 108,790

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

23,781 1,392,086 1,307,077 108,790 92.32 17.43

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

③商品

品目 金額（千円）

飲物 22,891

キャラクター・グッズ 847

合計 23,739

④原材料

品目 金額（千円）

食材 34,478

合計 34,478
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⑤貯蔵品

区分 金額（千円）

切手 30

収入印紙 156

合計 187

⑥差入保証金

区分 金額（千円）

店舗賃借敷金保証金 2,674,610

社宅賃借敷金保証金 23,745

その他 240

合計 2,698,595

⑦買掛金

相手先 金額（千円）

ビー・サプライ株式会社 75,798

株式会社マルト水谷 67,291

株式会社コーケン 22,149

大昌水産株式会社 12,626

株式会社マルヤス 10,783

その他 72,480

合計 261,128

⑧未払金

相手先 金額（千円）

株式会社ジー・コミュニケーション 174,526

有限会社イーズネクスト 57,655

　社会保険料 10,124

　株式会社ギンガシステムソリューション 6,757

　その他 82,060

合計　 331,124

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日　

株券の種類 500株券　1,000株券　10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日　３月31日

１単元の株式数 500株

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社本店および全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社本店および全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告の方法により行う。

http://www.g-act.co.jp/ 

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をする

ことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典

毎年３月31日及び９月30日現在において、所有株式数500株以上1,000株未

満の株主（実質株主を含む）に対して5,000円相当額、所有株式数1,000株以

上の株主に対して10,000円相当額の優待券を年２回送付する。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社の金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社は、株式会社ジー・コミュニケーションであります。

　

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１)臨時報告書

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく

　臨時報告書を平成19年５月７日東海財務局長に提出。

(２)有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度(第36期)　　(自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日)平成19年６月29日東海財務局長に提出。

(３)半期報告書

　（第37期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月21日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 

  平成１９年６月２９日

株式会社グローバルアクト   

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 向　　眞生　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 篠原　孝広　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社グローバルアクトの平成１９年１月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

グローバルアクト及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

１.継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失およびマイナスの営業キャッシュ・
　 フローの状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記

   に記載されている。連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財

   務諸表には反映していない。

２.重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年４月１日にクラージュ株式会社と合併した。
３.重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年５月１日に株式会社ダイニング企画と合併した。
４.重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年４月１日及び平成１９年５月１日にジー・コミュニケーショング
    ループ４社へ店舗を譲渡している。

５.重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年５月３０日開催の取締役会において株式会社ジー・テイストへの
    固定資産譲渡を決議し、平成１９年５月３１日付けで固定資産を譲渡している。

６.重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年６月２９日開催の定時株主総会において、資本金、資本準備金の
    減少に関する決議をしている。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以　上　

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

  平成１９年６月２９日

株式会社グローバルアクト   

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 向　　眞生　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 篠原　孝広　　印

  当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社グローバルアクトの平成１９年１月１日から平成１９年３月３１日までの第３６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社グ

ローバルアクトの平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

１.継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失およびマイナスの営業キャッシュ・
 　フローの状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記

   に記載されている。財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表に

   は反映していない。

２.重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年４月１日にクラージュ株式会社と合併した。
３.重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年５月１日に株式会社ダイニング企画と合併した。
４.重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年４月１日及び平成１９年５月１日にジー・コミュニケーショング
   ループ４社へ店舗を譲渡している。

５.重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年５月３０日開催の取締役会において株式会社ジー・テイストへの
　 固定資産譲渡を決議し、平成１９年５月３１日付けで固定資産を譲渡している。

６.重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年６月２９日開催の第３６回定時株主総会において、資本金、資本
   準備金の減少に関する決議をしている。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

  平成20年６月26日

株式会社グローバルアクト   

 取締役会　御中  

 　なぎさ監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 　山根　武夫　　　　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 　西井　博生　　　　　印

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社グローバルアクトの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第37期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社グ

ローバルアクトの平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　追記情報

  １． 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失およびマイナスの営業キャッシ

       ュ・フローの状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は

       当該注記に記載されている。財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響

       を財務諸表には反映していない。

  ２． 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年４月１日に、ジーコムプロデュース株式会社より外

　　　 食店舗２店舗の営業を譲り受けている。

  ３． 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年５月27日開催の取締役会において、株式会社ジー・

　　　 テイストへの北関東エリアの外食店舗４店舗の事業譲渡を決議し、平成20年６月1日に譲渡している。

       

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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